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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 平成18年３月期の数値には、平成17年10月１日に株式交換により完全子会社となったバイオニクス機器㈱分を含んでおり

ます。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 （企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」 （企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 13,507 13,641 13,498 13,463 14,042

経常利益 (百万円) 522 571 581 556 728

当期純利益 (百万円) 222 320 262 443 590

純資産額 (百万円) 4,432 4,702 5,265 6,104 6,599

総資産額 (百万円) 14,248 14,450 14,284 15,493 15,654

１株当たり純資産額 (円) 268.71 289.10 324.54 366.72 397.34

１株当たり当期純利益 (円) 12.66 18.53 15.77 26.33 35.52

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.1 32.5 36.9 39.4 42.2

自己資本利益率 (％) 5.1 7.0 5.3 7.8 9.3

株価収益率 (倍) 16.59 13.22 18.07 12.80 8.84

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 555 337 1,386 1,301 636

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △199 102 △321 160 1

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △717 △198 △597 △971 △762

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 489 731 1,199 1,689 1,564

従業員数 
〔外、期末臨時 
雇用者数〕 

(人) 
619 

〔131〕

618

〔 59〕

611

〔 52〕

641 

〔 62〕

620

〔 57〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 （企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」 （企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 13,396 13,556 13,434 12,989 13,115

経常利益 (百万円) 441 410 306 375 505

当期純利益 (百万円) 175 238 90 323 457

資本金 (百万円) 1,281 1,281 1,281 1,302 1,302

発行済株式総数 （千株） 16,460 16,460 16,460 16,880 16,880

純資産額 (百万円) 4,147 4,335 4,726 5,445 5,810

総資産額 (百万円) 13,833 13,959 13,590 13,975 13,849

１株当たり純資産額 (円) 251.42 266.49 291.36 327.23 349.86

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

5 

(―) 

6

(―) 

5

(―) 

6 

(―) 

7

(―) 

１株当たり当期純利益 (円) 9.84 13.54 5.19 19.10 27.55

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.0 31.1 34.8 39.0 42.0

自己資本利益率 (％) 4.3 5.6 2.0 6.4 8.1

株価収益率 (倍) 21.34 18.09 54.91 17.64 11.40

配当性向 (％) 50.8 44.3 96.3 31.4 25.4

従業員数 
〔外、期末臨時 
雇用者数〕 

(人) 
449 

〔71〕

445

〔17〕

446

〔22〕

432 

〔10〕

420

〔 7〕



２ 【沿革】 

昭和19年９月  CR発振器等の通信用測定器の製造販売のため、東京都文京区高田老松町に東亜電波工業株式会社

を設立。 

昭和24年８月  東京都新宿区高田馬場に移転。 

昭和33年４月  東京都新宿区高田馬場に工場用建物を建設。 

昭和36年９月  埼玉県狭山市に工場用地を取得。 

昭和36年11月  東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

昭和38年５月  埼玉県狭山市に狭山工場を建設し開発部門を移転。 

昭和42年５月  埼玉県狭山市に狭山工場を増設し生産部門を集合移転完了。 

昭和42年６月  当社製品の生産を行なうため、関係会社アリス電子工業㈱(現 アリス東亜ＤＫＫ㈱)を埼玉県狭山

市に設立。 

昭和43年４月  東京都新宿区高田馬場に本社ビル完成。 

昭和47年４月  当社の荷造運送等の業務を行なうため、関係会社東波興業㈱を東京都新宿区に設立。 

昭和48年８月  当社製品の生産を行なうため、関係会社岩手東亜電波㈱(現 岩手東亜ＤＫＫ㈱)を岩手県遠野市に

設立。 

昭和59年９月  東京都新宿区高田馬場に賃貸用ビルを完成し、賃貸業を開始。 

昭和62年11月  決算期を８月31日より３月31日に変更。 

平成２年２月  三井造船株式会社と資本・業務提携契約を締結。 

平成７年７月  埼玉県狭山市に貸店舗用ビルを完成し賃貸を開始。 

平成７年７月  ISO9001を認証取得。 

平成12年10月  電気化学計器株式会社と合併し、商号を東亜ディーケーケー株式会社に変更。 

平成12年10月  ISO14001を認証取得。 

平成14年６月  研究開発部門を集約するため、東京都武蔵野市に武蔵野RDセンターを開設。 

平成14年８月  当社狭山テクニカルセンター内へ関係会社アリス電子工業㈱(現 アリス東亜ＤＫＫ㈱)を移転。 

平成15年10月  埼玉県狭山市に所在する事業用土地の賃貸を開始。 

平成17年２月  当社狭山テクニカルセンターに多目的ホールを新築。 

平成17年10月  バイオニクス機器株式会社(東京都東大和市)を株式交換による完全子会社化。 

平成17年11月  ハック・カンパニー(米国)と業務及び資本提携契約を締結。 

平成18年11月   電子計測機器部門を日置電機株式会社へ事業譲渡。 

平成18年12月   山形東亜ＤＫＫ（生産子会社）工場増設。 

平成19年３月  三井造船株式会社と資本・業務提携契約を終了。 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社７社、関連会社４社及びその他の関係会社１社で構成

され、環境・プロセス分析機器、科学分析機器、産業用ガス検知警報器、電極・標準液、その他の計測機器の製造

販売、不動産賃貸を主な事業とし、更に各事業に関連する物流、研究及びその他のサービス等の事業活動を展開し

ております。 

   

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

環境・プロセス分析 

機器、科学分析機器 

産業用ガス検知警報

器 

…… 当社が製造販売をしておりますが、製造の大部分を連結子会社である山

形東亜ＤＫＫ㈱・岩手東亜ＤＫＫ㈱・アリス東亜ＤＫＫ㈱及び東亜ＤＫ

Ｋアナリティカ㈱に委託しております。 

産業用ガス検知警報器は、連結子会社であるバイオニクス機器㈱が製造

販売しております。 

以上のほか、ハック・カンパニーの国内総代理店として販売活動を行っ

ております。 

電極・標準液 …… 当社が製造販売をしており、電極については、製造の大部分を連結子会

社である山形東亜ＤＫＫ㈱及び岩手東亜ＤＫＫ㈱に委託し、又、標準液

については、連結子会社であるアリス東亜ＤＫＫ㈱が全てを製造し、当

社が仕入れて販売しております。 

保守・サービス …… 保守・サービスについては、連結子会社である東亜ＤＫＫサービス㈱、

非連結子会社である㈱ディーケーケーサービス新潟及び関連会社４社に

委託しております。 

バイオニクス機器㈱製品の保守・サービスについては連結子会社である

バイオニクス機器㈱が行っております。 

      



 上記の企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

なお、次の事業区分は、「第５経理の状況 １ (1) 連結財務諸表注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報

の区分と同一であります。 
  

 
  

  



４ 【関係会社の状況】 
  

(注) １ 山形東亜ＤＫＫ㈱は特定子会社に該当しております。 
２ 上記子会社及び関連会社は有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。 
３ 上記子会社及び関連会社は、売上高の連結売上高に占める割合がそれぞれ100分の10以下であるため主要な損益情報等の

記載を省略しております。 
４ 設備の貸与については、「第３ 設備の状況 ２ 主要な設備の状況」に記載してありますので省略しております。 
５ その他の関係会社であるハック・カンパニーは、平成17年11月に業務及び資本提携契約の締結により、当社の株式を取得

し、平成19年３月31日現在当社の株式3,059千株（持分比率18.12%）を所有しております。 
  
５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成19年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外部への出向者を除き、グループ外からの出向者を含む)であり、臨時雇用
者数(パートタイマー含む)は(外書)に記載しております。 

  
(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 平均年間給与は役員、顧問(以上24名)を除いた税込支給額です。 
２ 平均年間給与は基準外賃金及び賞与を含んでおります。 
３ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)であり、臨時雇用者数(パートタ

イマーを含む)は(外書)に記載しております。 

会社名 住所 資本金 事業内容

議決権の
所有(被所
有)割合 
 (％) 

関係内容 

役員の兼任等
貸付金 営業上の

取引 役員
(人) 

従業員
(人) 

(連結子会社)         

山形東亜ＤＫＫ㈱ (注) 山形県
新庄市 10百万円 計測機器の製造 100 ２ ５ 無 仕入先

岩手東亜ＤＫＫ㈱ (注) 岩手県
遠野市 10百万円 同上 100 １ ４ 無 同上 

アリス東亜ＤＫＫ㈱ (注) 埼玉県
狭山市 10百万円 同上 100 ― ４ 無 同上 

東亜ＤＫＫアナリティカ㈱ (注) 東京都
東大和市 50百万円 同上 100 １ ５ 無 同上 

バイオニクス機器㈱ (注) 東京都
東大和市 42百万円 計測機器の製

造・販売 100 ― ３ 無 同上 

東亜ＤＫＫサービス㈱ (注) 東京都
武蔵野市 50百万円 計測機器の保守

サービス・販売
100 1 ６ 無 同上 

(持分法適用関連会社)             

㈱デイケイケイサービス関西 (注) 大阪府
門真市 15百万円 計測機器の保守

サービス 28 ― 1 無 同上 

(その他の関係会社)             

ハック・カンパニー （注）５ 米国 
コロラド州 

45百万 
米ドル 

計測機器の製
造・販売 (18) 1 ― 無 同上 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

計測機器事業 620(57) 

その他の事業 ―

合計 620(57) 

従業員数(人) 平均年令(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

420(7) 45.4 22.0 6,538,732



(3) 労働組合の状況 

１ 名称   東亜ディーケーケー労働組合(上部団体には加盟しておりません) 
       なお、連結子会社には労働組合はありません。 
２ 組合員数 182名 
３ 労使関係 安定しており、特記すべき事項はありません。 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、原油を始めとする原材料価格の高騰や米国の景気減速懸念など不安要素があるものの、企業業績

の改善による民間設備投資の拡大、個人消費の回復などにより、おおむね好調に推移いたしました。 

当計測器業界におきましても、好調な景気動向を反映し順調に推移いたしましたが、企業間の価格競争は、依然厳しい状況が

続いております。 

このような需要環境の中、当社グループは売上拡大、収益構造の見直し、ブランド力の強化、お客様満足度の向上などの目標

を掲げスタートいたしました。 

営業面では販売要員を増強し、鉄鋼・石油・電子産業など好調分野への需要拡大と深耕に戦力を注ぐとともに、新規顧客開拓

のために新市場開拓グループを組織化する等、積極的に営業活動を展開いたしました。 

また、平成18年４月１日から水質計の雄として知られるハック・カンパニー（米国）の国内総代理店として販売活動を開始い

たしました。この強力なパートナーを得ましたことは、今後「水と環境」の分野において需要拡大が図れるものと確信しており

ます。 

一方、海外では韓国・台湾・中国を中心に、環境水質機器群が好調であり、特に中国市場におきましては、ＨＡＣＨ中国との

連携もあり、主に水質分析計の分野で着実に実績を積み上げることができました。 

生産面では懸案でありました山形東亜ＤＫＫ(生産子会社)の工場増設が、平成18年12月に完成し稼働を開始しております。Ｅ

Ｕの特定有害物質の使用制限指令「ＲｏＨＳ指令」に対応した生産ラインの新設と点在する生産拠点の集中と統合により、部品

加工から製品出荷まで一貫したラインを整備し、製造コストの削減を目指します。 

なお、平成18年11月１日に、電子計測機器部門を日置電機株式会社へ事業譲渡いたしました。「電子計測機器部門」は、

「水・大気」分野と顧客層が異なるため相乗効果が得にくく、事業領域を見直した結果、決断した次第です。今後、当社グルー

プは「水・大気・ガス」の分野に特化し、新たなスタートを切ることといたしました。 

以上のとおり事業活動を鋭意推進いたしました結果、当期におきましては、主力製品である環境・プロセス機器および保守・

修理の分野が伸長するとともに、ＨＡＣＨ製品売上高の加算もあり、電子計測機器部門の事業譲渡による減収をカバーして増収

となりました。また、利益面での改善は、平成15年から開始した「全社改革運動」の成果がにじみ出つつあると評価するところ

であります。 

当期の連結業績は、売上高14,042百万円(前期比4.3％増）、営業利益777百万円(前期比25.0％増)、経常利益728百万円（前期

比31.0％増）、当期純利益590百万円(前期比32.9％増)となりました。 

  
事業の種類別セグメントの業績はつぎのとおりであります。 
(計測機器事業) 

計測機器事業の売上高は13,747百万円(前期比4.4％増)、営業利益は1,239百万円(前期比14.2％増)、受注高は14,277百万円

(前期比6.3％増)となりました。 

  

① 環境・プロセス分析機器部門 

この部門は、主として基本プロセス計測器、環境用大気測定装置、煙道排ガス用分析計、ボイラー水用分析装置、上下水道

用分析計、環境用水質分析計、石油用分析計等であります。 

当期は、半導体製造業向けのｐＨ計や電気伝導率計などの基本プロセス分析計、地方自治体向けの上水モニター、石油業界

向けの蒸気圧計やサルファ計、化学プラント関連ではガスクロマトグラフ、ゴミ焼却場には排ガス分析計が好調でありまし

た。 

② 科学分析機器部門 



この部門は、主にラボ用分析機器、ポータブル分析計、医療用機器等であります。 

当期は、ラボ用分析機器、ポータブル分析計が前期とほぼ同額で推移いたしました。医療用機器では、透析関連は順調であ

りましたがＯＥＭ製品は減少いたしました。 

③ 電子計測機器部門 

この部門は、平成19年11月１日に事業譲渡いたしました。 

なお、当期はネットワーク用機器や地下タンク検査装置が減少いたしました。 

④ 産業用ガス検知警報器部門 

この部門は、バイオニクス機器株式会社が製造・販売する産業用ガス検知警報器であります。前期の売上高には上期分が含

まれていないため、大幅な増加となりました。 

⑤ 電極・標準液部門 

上記 ①、②の製造販売部門における全商品群の補用品類に該当するものであります。 

従って、この部門における永年のご採用実績の累増と当期売上高に比例して伸長する分野であります。当期は前期とほぼ同

額でありました。 

⑥ 保守・修理部門 

この部門は、メンテナンス契約に基づく現地調整費や定期点検および修理であります。 

当期は、環境プロセス機器の売上増に伴い大型機器の保守が増加いたしました。また、バイオニクス機器株式会社の保守・

修理分が加算されたため、大幅な増加となりました。 

⑦ 部品・その他部門 

この部門は、部品および検定手数料等であります。 

当期は、電子計測機器部門の譲渡等により減少いたしました。 

(その他の事業) 

東京都新宿区の本社に隣接して賃貸ビル１棟、埼玉県狭山市に貸店舗１棟ほかを所有し、不動産賃貸業を行っております。 

不動産賃貸業の売上高は295百万円(前期比同)、営業利益は224百万円（前期比0.7%増）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物は、以下に記載のキャッシュ・フローにより1,564百万円となり、前期末に比べ125百万円

減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とその主なものは次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、636百万円の収入（前期は1,301百万円の収入）となりました。内訳の主なものは税金

等調整前当期純利益1,036百万円、減価償却費252百万円、法人税等の支払額462百万円であります。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、1百万円の収入（前期は160百万円の収入）となりました。内訳の主なものは、事業譲

渡による収入399百万円、有形固定資産の取得による支出381百万円です。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、762百万円の支出（前期は971百万円の支出）となりました。内訳の主なものは、借入

金の返済による支出1,481百万円および親会社の配当金の支払額99百万円であります。 

  

  
  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループ(当社及び連結子会社をいう。)は、主として受注見込みに基づく生産を行っておりますが、特別仕様品について

は、受注生産を行っております。 

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 販売実績が総販売実績の10％以上となる相手先はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

計測機器事業 13,564 103.7 

合計 13,564 103.7 

  
  

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

計測機器事業 14,277 106.3 2,022 135.6 

合計 14,277 106.3 2,022 135.6 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

計測機器事業 13,747 104.4 

その他の事業 295 100.0 

合計 14,042 104.3 



３ 【対処すべき課題】 

(中長期的な会社の経営戦略） 

当社グループは、次のテーマを中期経営計画の柱として推進し、売上拡大と顧客満足度の向上を図ってまいります。 

②ハック・カンパニーとの提携を機に、更なるグローバル化を推進する。 

③技術サービス体制を拡充強化し、スピーディーな顧客対応と信頼性向上を図る。 

(平成19年度の課題） 

当社グループは、ハック・カンパニーとの提携、電子計測機器部門の事業譲渡など、事業領域の見直しによる新たな局面に接し

ております。今後は、「水・大気・ガス」の分野に特化することで経営資源を集約し、ブランド力を高め更なる企業価値の向上を

図るため、次の７つの課題に重点的に取り組んでまいります。 

① 経営目標を達成するため、ブランド力を高め、お客様の期待を超える企業活動を実践する。 

② 開発型企業として新製品の売上高寄与率を向上させるため、市場ニーズを的確に把握し、成長分野に次なる研究開発投資を集

中させ、製品開発と市場導入のスピードアップを図る。 

③ ＨＡＣＨ製品の国内総代理店として更なる成長を目指し、電子計測機器部門の事業譲渡による減収をカバーするほか、同社グ

ループを活用した営業・調達・生産面でのグローバル化を推進する。 

④ 中間期黒字化連続達成と単月黒字化へ挑戦し、利益創出体質の強化を図る。 

⑤ お客様満足度の向上を図るため「すぐやる経営」を指向し、お客様との約束を最優先する風土の醸成、お客様に感動を与える

行動の実践を基本方針とする。 

⑥ 収益性の高い企業構造に転換するため「もたざる経営」を指向し、更なるコストダウン、従業員の意識改革とスキルアップを

目的として「品質一番運動」「改革１０訓宣言」等の全社改革運動を強力に推進する。 

⑦グローバル企業としての経営品質を確立するため、財務報告にかかる内部統制システムの構築をはじめ、コンプライアンス体

制の強化を図る。 

  
４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

は、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当期末(平成19年３月31日)現在において、当社グループが判断したものであります。

①事業環境の変化によるリスク 

   当社グループは、環境測定用計測器の売上割合が大きく、この分野での法規制の動向、製品需給の変動により、業績に影響を

受ける可能性があります。 

②株価変動によるリスク 

   当社グループは、事業戦略の一環として金融機関や販売または仕入れに関わる取引先の株式を保有しておりますが、今後の株

価動向により、業績に影響を受ける可能性があります。 

③不動産賃貸業に関するリスク 

   当社グループは、貸ビル、貸店舗を所有し不動産賃貸業を行っております。現状は100％の入居率でありますが、今後、テナン

トの退去等により、業績に影響を受ける可能性があります。 

５ 【経営上の重要な契約等】 

1 資本及び業務提携に関する契約 

平成２年２月から、三井造船株式会社と資本を含む業務提携(共同研究開発・技術協力・販売協力等)に関する基本契約を締結

しておりましたが、平成19年３月をもって終了しております。 

2  業務及び資本提携契約の締結 

平成17年11月から、ハック・カンパニー（米国）との業務及び資本提携の契約を締結しております。 

①開発型企業として常に技術立社を目指し、 ブランド力の強化と拡大を図る。 



3  当社と日置電機株式会社との事業譲渡契約の締結 

 平成18年10月31日に「電子測定器事業の事業譲渡契約書」が締結され、平成18年11月１日に事業譲渡されております。 

    事業譲渡の概要については、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等（企業結合等関係）」及び「第５ 経理の状況 ２．

財務諸表等（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、技術・販売一体により市場ニーズの発掘、技術基盤の構築、新マーケット・新技術の開拓を進めておりま

す。これらの活動の中から、独創性ある商品を他社に先駆けて開発することを目指して開発活動を行なっています。今年度は、

より高品質、高信頼性の新製品をタイムリーに市場導入するために、開発設計段階における品質向上の強化と、生産改革と呼応

した開発体制の改革に取り組むなど、効率的な開発活動の展開に努めました。 

  また、昨年度資本提携したＨＡＣＨ製品の評価と導入により、当社既存製品群に加えて特に水質計を中心に品揃えが進みまし

た。これらにより一層お客様の多様なご要求に応えられるようになりました。 

なお、当連結会計年度の研究開発費473百万円は全て計測機器事業であります。 

計測機器事業 

①環境・プロセス分析機器部門 

    環境計測(水質、大気・排ガス)、上下水道用水質計などを重点分野とし、発展的な技術、製品開発を進めております。 

大気・排ガス分野では、昨年度完成した大気中窒素酸化物測定装置など６機種のモデルチェンジの市場導入活動に注力する

とともに、ＥＵ（ヨーロッパ）、中国など海外展開強化のため、ＥＰＡ(米国環境省)認証取得作業を平行して進めました。一

方、昨年子会社としたバイオニクス機器㈱との間でガス検出技術とガスセンサーの共同開発を推進し、赤外式Ｎ2Ｏ検出器等を

製品化するなどグループとして積極的にガス分析分野の拡充を図りました。 

  環境水質分野では、従来機種を大きく進化させた独自の小型・自動校正付き定置型河川水質モニタを完成、貸出しＰＲや学

会発表などを活発に行い、今年度１号機を納入するに到り、引き続き活発な引き合いをいただいています。 

上下水道分野では、上水水質管理用水質計（濁度計、残塩計）および配水管仕様有機汚濁モニタ（ＵＶ計）など主力製品６

機種の開発を小型・省試薬、デジタル通信とリモートメンテナンスというコンセプトで着手し、平成１９年度の市場投入を予

定しています。下水道分野においては、流入水質の監視を目的としたマンホール用水質計、水位計、水質異常時の採水器など

を開発し、数箇所の自治体で納入実績をあげることができました。 

これらの新シリーズの開発では、生産性と品質向上に対する取り組みとして、統一デザインとし、部品、ソフトウエアなど

の共通化を図り、多機種同時開発を実現、開発期間の短縮を目指しました。 

プロセス分析計部門では、新シリーズpＨ、ＯＲＰ計（１６０型、１００型)の製品群の拡大で、電気伝導率計、低濃度溶存

酸素計などを開発するとともに、本質安全防爆仕様への展開、デジタル通信機能の付加など、当社の主力製品としての仕様強

化に努めました。 

   ②科学分析機器部門  

昨年度の新型卓上用水質計Ｒシリーズ、イオン分析計の上市に引き続き、今年度は分離分析計の拡充を中心としたアプリケ

ーション開発とデータ処理機能の充実に注力しました。また、新たにハック・カンパニーの簡易型卓上用水質計が商品群に加

わったことにより、新商品の企画としてはより高度な卓上型分析機器、新技術による新規な分析計を目指した研究開発を指向

しました。 

μセンサーチップ技術や新たな光検出技術などの先端技術の調査・研究は継続して取り組んでおり、これらを応用した新製品

の創出、新規技術の導入に向け、外部研究機関との連携を強化しつつ基礎的検討を進めてきました。そうした中で小型表面プ

ラズモン（ＳＰＲ）測定装置、蛍光分光器などの実現に向けて着実に技術的な成果を得ることができました。 

③電子計測機器部門 

本部門は、これまで「大気・ガス、水」と並び当社の３本柱を担ってまいりましたが、選択・集中化の観点から事業の将来

を模索した結果、日置電機株式会社に譲渡いたしました。 



④産業用ガス検知警報器部門 

地球温暖化関連ガスの放出は非常に重要な問題となってきております。Ｎ2Ｏの検出に関しては特にその許容濃度が10ppmと

低いにもかかわらず、検出器がないということで放置されてきましたが、今回我々は非分散型赤外検出器の高感度化を達成

し、廉価な価格で市場に紹介することができるようになりました。（Model SH-4600IR） 

その他のガスに関しても逐次開発に取り組んでおります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

Ⅰ．財政状態 

当期末の総資産は、前期末に比べ161百万円増加して、15,654百万円となりました。たな卸資産は、前期末に比べ増加しており

ますが、来期納期の受注に伴う仕掛品の増加が主な要因であります。材料は減少し生産改革運動が着実に成果を出しておりま

す。 

   当期末の負債の合計は、前期末に比べ334百万円減少して、9,054百万円となりました。借入金及び社債の合計額は、前期末に

比べ661百万円減少して、2,048百万円となりました。財務体質は順調に改善されております。 

   当期末の純資産は、前期末に比べ495百万円増加して、6,599百万円となりました。主な増加は、当期純利益590百万円、主な減

少は、配当金の支払い99百万円であります。 

  

Ⅱ．経営成績 

(1) 当期の業績 

 「１ 業績等の概要 (1)業績」をご参照下さい。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ（当社及び連結子会社）では、計測機器事業を中心に新商品開発に伴う研究開発用及び製品の品質向

上のため生産用の設備投資を実施しました。当連結会計年度の設備投資額は385百万円であります 

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。以下も同様であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 
平成19年３月31日現在 

(注) 営業所の設備は少額のため省略してあります。 

(2) 国内子会社 
平成19年３月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人) 建物及び

構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地
(面積㎡) その他 合計 

狭山テクニカル 
センター 
(埼玉県狭山市) 

計測機器事業 製造用設備 197 14
17

(23,608)
66 296 104

東京エンジニアリング 
センター 
(東京都東大和市) 

計測機器事業 製造用設備 261 13
190

(3,472)
67 532 94

武蔵野RDセンター 
(東京都武蔵野市) 計測機器事業 研究用建物 

設備 65 1
29

(1,217)
34 131 34

関係会社貸与設備 
(埼玉県狭山市) 計測機器事業 製造用建物 

設備 11 1
―

(―)
0 13 ―

関係会社貸与設備 
(岩手県遠野市) 計測機器事業 製造用建物 

設備 44 0
94

(39,357)
― 139 ―

関係会社貸与設備 
(山形県新庄市) 計測機器事業 製造用建物 

設備 352 1
253

(19,876)
10 616 ―

本社 
(東京都新宿区) 全社共通 販売管理用 

設備 90 0
2

(862)
14 107 114

本社 
(東京都新宿区) その他の事業 賃貸用建物 

設備 601 18
2

(860)
0 622 ―

本社 
(埼玉県狭山市) その他の事業 賃貸用建物 

設備 154 ―
16

(6,372)
― 171 ―

本社 
(埼玉県狭山市) その他の事業 賃貸用土地 ― ―

2
(2,538)

― 2 ―

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人) 建物

及び 
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地
(面積㎡) その他 合計 

山形東亜ＤＫＫ㈱ 本社・工場 
(山形県新庄市) 

計測機器 
事業 

製 造 用
設備 6 4

―

(―)
6 17 77

岩手東亜ＤＫＫ㈱ 本社・工場 
(岩手県遠野市) 

計測機器 
事業 

製 造 用
設備 6 5

―

(―)
2 14 27

アリス東亜ＤＫＫ㈱ 本社・工場 
(埼玉県狭山市) 

計測機器 
事業 

製 造 用
設備 0 0

―

(―)
1 2 28

東亜ＤＫＫアナリ
ティカ㈱ 

本社・工場 
(東京都東大和市) 

計測機器 
事業 

製 造 用
設備 ― 0

―

(―)
4 4 2

バイオニクス機器㈱ 本社・工場 
(東京都東大和市) 

計測機器 
事業 

製 造 用
設備 142 18

178

(1,451)
7 346 30

東亜ＤＫＫサービス
㈱ 

本社 
(東京都武蔵野市) 

計測機器 
事業 

リ ー ス
用設備 ― ―

―

(―)
5 5 36



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資は、急速な技術革新や販売競争の激化に対処するため、一層の品

質向上を目指し生産設備の充実を中心に行っておりますが、個々の研究テーマや生産ライン単位での表示は行ってお

りません。そのため事業の種類別セグメントの数値を開示する方法によっております。 

当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は、300百万円であり、事業の種類別セグメントごとの内訳

は次のとおりであります。 

  

重要な設備の新設 

  

(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却の計画はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
平成19年３月末
計画金額(百万円) 

設備等の主な内容・目的 資金調達方法 

計測機器事業 249
新製品の製造用金型・プリント版
型 
設備の更新・改修 

自己資金 

その他の事業 51 賃貸用建物設備改修 自己資金 

合計 300 ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) バイオニクス機器㈱を株式交換により完全子会社とするための新株発行よる増加であります。 

    割当交付比率 １:10 

  

  

  

  

  

  

  

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 16,880,620 16,880,620
東京証券取引所
(市場第二部) 

株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式 

計 16,880,620 16,880,620 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成17年10月１日  
(注) 

420,000 16,880,620 21 1,302 101 757

区分 
株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況政府及び その他の

外国法人等
個人



(注) １ 自己株式271,846株は、「個人その他」に271単元及び「単元未満株式の状況」に846株を含めて記載しております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、10単元含まれております。 

  

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
法人

個人以外 個人
その他

計 
(株) 

株主数 
(人) 

― 9 10 73 3 1 1,482 1,578 ―

所有株式数 
(単元) 

― 2,915 47 1,096 3,123 1 9,511 16,693 187,620

所有株式数 
の割合(％) 

― 17.46 0.28 6.57 18.71 0.00 56.98 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式271千株（1.61％）があります。 

  

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株(議決権10個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式846株が含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

ハック・カンパニー 
  
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店） 

1209 ＯＲＡＧＥ ＳＴＲＥＥＴ ＷＩＬＭＮ
ＧＴＯＮ ＤＥ19801 ＵＳＡ 
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１） 

3,059 18.12

山下 直 東京都渋谷区 1,324 7.84

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 1,050 6.22

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 512 3.03

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 446 2.64

東亜ディーケーケー 
社員持株会 

東京都新宿区高田馬場1-29-10 442 2.62

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 419 2.48

佐々木 輝男 東京都中野区 379 2.24

本鍋田 一美 東京都足立区 317 1.88

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲1-2-1 259 1.53

計 ― 8,209 48.63

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

271,000 
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

16,422,000 
16,422 同上 

単元未満株式 
普通株式 

187,620 
― 同上 

発行済株式総数 16,880,620 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,422 ― 



② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
東亜ディーケーケー 
株式会社 

東京都新宿区高田馬場 
１―29―10 

271,000 ― 271,000 1.6

計 ― 271,000 ― 271,000 1.6



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

  

    該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 
  

    該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項による取得 

会社法第155条第７号による取得 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

及び買増しによる株式数は含めておりません。 

  

  
【株式の種類等】 

  
旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

当事業年度における取得自己株式 100 31 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

当事業年度における取得自己株式 4,518 1,356 

当期間における取得自己株式 1,622 570 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他(市場で売却) 593 132,713 214 48,052

保有自己株式数 271,846 ― 273,254 ―



３ 【配当政策】 

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策として位置づけております。利益の配分につきましては、将

来の事業展開に備えるための内部留保を勘案しつつ、株主の皆様には業績に応じた適正かつ安定的な配当を継続してまいります。

また、内部留保資金につきましては、企業体質の強化に向けて、研究開発・生産体制の充実及び販売力強化などの先行投資を行っ

ております。 

当社の剰余金の配当は、期末配当の年1回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株主総会であります。 

当期は、１株当たり年間６円の普通配当を予定しておりましたが、電子計測機器部門の譲渡による事業領域の見直し、山形東亜

ＤＫＫの新工場建設等、当社の更なる飛躍のきっかけとなる年度でありましたことから、特別配当１円をプラスした７円とさせて

いただくことといたしました。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年６月28日定時株主総会決議 116 7 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 295 285 305 420 355 

最低(円) 160 188 215 243 265 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高(円) 293 308 296 302 318 315

最低(円) 265 276 282 287 290 299



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長 

  山 下   直 昭和６年２月23日生

昭和43年４月 電気化学計器㈱入社

(注)２ 1,324

昭和43年４月 同社取締役副社長

昭和53年４月 同社代表取締役社長

平成12年10月 当社代表取締役副社長

平成13年６月 代表取締役会長(現任)

代表取締役 
社長 

  佐々木 輝 男 昭和９年８月８日生

昭和57年２月 電気化学計器㈱入社

(注)２ 379

昭和57年２月 同社取締役

昭和60年１月 同社常務取締役

平成元年８月 同社専務取締役

平成12年10月 当社専務取締役

平成13年６月 代表取締役副社長

平成19年４月 代表取締役社長(現任)

常務取締役 

社長補佐 
管理本部及

び生産本部

統括 

登 坂 邦 秀 昭和13年１月11日生

昭和37年４月 当社入社

(注)２ 23

平成３年４月 総合企画室長

平成７年６月 常勤監査役

平成９年６月 取締役

総務部長 
平成12年10月 総務人事部長

平成17年４月 管理本部副本部長

平成17年６月 常務取締役(現任)

管理本部長 
狭山テクニカルセンター長 

平成19年６月 社長補佐(現任)

管理本部及び生産本部統括(現任) 

取締役   山 﨑 正 知 昭和14年12月13日生

昭和42年10月 三井造船㈱入社

(注)２ 28

平成７年７月 同社理事就任総合企画本部関連企

業部長 
平成10年３月 同社千葉事業所長

平成11年４月 当社入社

平成11年６月 代表取締役社長

平成17年９月 生産本部長

平成19年４月 取締役相談役(現任)

取締役 
開発本部長 
武蔵野RDセ

ンター長 
横 山 一 郎 昭和20年11月12日生

昭和44年４月 当社入社 

(注)２ 13

平成11年４月 科学計測事業部長兼センサ事業部

長 

平成11年６月 取締役(現任) 
平成14年６月 武蔵野RDセンター長(現任)

平成15年６月 開発設計センター長

平成17年４月 開発本部長(現任) 

取締役 
管理本部長

兼経理部長 
玉 井   亨 昭和20年２月23日生

昭和42年４月 当社入社 

(注)２ 8

平成７年10月 経理部長 

平成14年６月 執行役員 

平成15年６月 情報システム部担当 

平成17年４月 管理本部経理部長(現任) 

平成17年６月 取締役(現任) 

管理本部副本部長 

東波興業(株)代表取締役社長(現

任) 

平成19年６月 管理本部長(現任) 

取締役 
開発本部副

本部長兼開

発一部長 
赤 沢 真 一 昭和23年２月１日生

昭和45年４月 電気化学計器㈱入社 

(注)２ 28

平成11年４月 同社応用開発部長 

平成12年10月 当社商品開発センター商品開発部

長 

平成15年６月 執行役員 

開発設計センター副センター長、

企画開発グループ担当 

平成17年４月 開発本部副本部長兼開発一部長

(現任) 

平成17年６月 取締役(現任) 



  

  

  

  

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

取締役 
営業本部長 
生化学事業

室担当 
中 村 守 三 昭和22年４月28日生

昭和41年４月 電気化学計器㈱入社 

(注)２ 25

平成10年４月 同社営業本部電力営業部長 

平成11年４月 同社電力システム部長 

平成15年６月 執行役員 

ディーケーケーアナリティカ㈱ 

社長 

平成17年４月 生産本部副本部長兼電力システム

部長 

平成17年９月 生産本部長代行 

東京エンジニアリングセンター長 

平成18年６月 取締役(現任) 

営業本部副本部長 

平成19年４月 営業本部長（現任） 

平成19年６月 生化学事業室担当(現任) 

取締役 

管理本部副

本部長兼経

営企画部長 
関連子会社

担当 

中川原 宏 治 昭和17年１月７日生

昭和40年４月 当社入社 

(注)２ 6

平成７年４月 総合企画室長 

平成12年４月 経営企画部長（現任） 

平成13年６月 執行役員 

平成13年10月 岩手東亜電波株式会社取締役社長 

平成19年４月 管理本部副本部長（現任） 

平成19年６月 取締役就任（現任） 

関連子会社担当(現任) 

取締役 
営業本部副

本部長兼営

業企画部長 
高 橋 俊 夫 昭和28年３月14日生

昭和50年４月 電気化学計器株式会社入社 

(注)２ 4

平成14年３月 国内営業本部大阪支社長 

平成17年４月 東京営業部長 

平成17年６月 執行役員 

平成18年６月 営業本部副本部長（現任） 

平成19年６月 取締役就任（現任） 

営業企画部長(現任) 

取締役   山 守 康 夫 昭和22年２月５日生

昭和49年９月 米国三菱商事入社 

(注)２ ―

昭和55年10月 三菱商事入社 

昭和59年11月 米国三菱商事入社 米国プロジェ

クト整備局センター副センター長 

平成１年９月 Anatel社社長 

平成13年10月 同社 社長退任 

平成13年11月 HACH社バイスプレジデント(現任) 

平成17年12月 当社非常勤顧問 

平成18年６月 取締役(現任) 

取締役   上 野   隆 昭和27年11月18日生

昭和51年４月 パイオニア株式会社入社 

(注)２ ―

平成３年５月 PioneerEurope ホームエレクト

ロニクス部 販売部長 

平成５年４月 PioneerCanada 社長 

平成９年８月 パイオニア株式会社 東京本社国

際部一般地域部部長 

平成13年４月 ソムフィ株式会社 代表取締役 

平成17年７月 ビーエスアイジャパン株式会社 

代表取締役社長 

平成18年７月 ライカマイクロシステムズ株式会

社 代表取締役社長（現任） 

平成19年６月 取締役就任（現任） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

常勤監査役   河 内 勝 正 昭和20年４月10日生

昭和39年４月 電気化学計器㈱入社 

(注)３ 25平成10年４月 同社品質保証部長 

平成12年10月 当社品質保証部長 



(注) １ 常勤監査役乙黒 勤、監査役田中健一郎、新田司志の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

３ 常勤監査役の任期は、平成16年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。 

４ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

５ 当社では、経営に参画するとともに取締役会決定事項を迅速に執行するため、執行役員制度を導入しております。 

  執行役員は、吉森洋、山下和人、佐藤治郎、松野侶夫、伊東哲、伊藤繁、柳下耕一の７名であります。 

  

平成13年６月 執行役員 

平成16年６月 監査役(現任) 

常勤監査役   乙 黒   勤 昭和22年７月４日生

昭和47年４月 安田生命保険相互会社入社 

(注)３ 3

平成10年４月 同社運用審査部長 
平成12年４月 同社運用管理部部長 

平成16年１月 明治安田生命保険相互会社 
人事部審議役 

平成16年６月 当社監査役(現任) 

監査役   田 中 健一郎 昭和21年４月30日生

昭和47年４月 弁護士登録 

(注)４ 1
昭和57年４月 小倉田中法律事務所設立 

昭和59年１月 当社顧問弁護士 
平成６年６月 当社監査役(現任) 

監査役   新 田 司 志 昭和20年12年７日生

昭和43年４年 安田生命保険相互会社入社 

(注)４ ―

平成11年７月 同社取締役東北本部長 

平成17年４月 エムワイ総合企画株式会社 社長 

平成19年４月 同社取締役 

平成19年６月 監査役就任(現任) 

計 1,887



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営理念「誠実・創造・挑戦をモットーに、地球環境保全と豊かで人にやさしい社会環境の実現に貢献します」の

下、持続可能な社会の創造に向けて社会的責任を果たし、継続的に企業価値の増大を図るべく企業活動を営んでおります。 

このため、経営環境の変化に迅速に対応できる経営システムを構築・維持することを重要な施策として位置付けており、コ

ーポレート・ガバナンスは、これを実現するための重要な経営課題であると認識し、その強化を図ることとしております。 

  

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策実施状況 

① 当社は監査役会設置会社であり、その機関は取締役会、監査役会を中心に構築され、平成19年３月31日現在取締役10名、監

査役４名（うち社外監査役３名）で構成されております。 

② 取締役会、監査役会は原則として月１回以上開催され、取締役会においては、経営の基本方針、法令で定められた事項やそ

の他経営に関する重要事項を決定するとともに取締役の業務の執行状況を監督し、監査役会においては、取締役の業務執行に

ついて厳正な監査を行っております。また、内部監査機構として社長直轄の監査室(１名)を設けております。 

③ 会計監査においては、会計監査人として新日本監査法人と監査契約を締結するほか、弁護士事務所２カ所、税務会計事務所

２カ所とそれぞれ顧問契約を結び、業務全般に亘り客観的・合理的判断を基にした法令遵守による業務執行を心掛けておりま

す。また、監査役会は、会計監査人と定期的に会議を開催するなど連携を図り、有効かつ適切に機能しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



 

  



（３）内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社の内部統制システムといたしましては、平成18年５月16日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針

を決議し、これに沿って下記のとおりかかる整備を進めております。 

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

  平成18年12月に「コンプライアンス管理規程」及び「企業行動憲章・行動規範」を制定し、社長の下にコンプライアンス管

理責任者を委員長とする「コンプライアンス委員会」を発足させ、取締役および従業員が法令・定款等を遵守するよう啓蒙・

教育をはじめとする倫理・コンプライアンスの諸活動を推進しております。 

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制 

  平成19年３月に「文書管理規程」及びその細則として「文書取扱い要領」を制定し、情報の適切な保存及び管理する体制

を構築いたしました。必要に応じて運用状況の検証、検索、閲覧が可能なシステムにすべく順次改善を進めてまいります。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

a.  平成19年２月に「リスク管理規程」を制定し、社長の下にリスク管理体制を構築いたしました。リスク管理活動を統括す

る「コンプライアンス委員会」を通じて必要な体制の構築及び関係する規程の整備並びにこれらの検証・見直し等を行ってま

いります。 

b.  平成19年３月に「営業秘密管理規程」を制定し、前項の「文書管理規程」と連動して守秘義務の徹底を図ることといたし

ました。ITインフラのセキュリティ強化と併せて順次改善を進めてまいります。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

a.  取締役会を毎月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催し、経営の方針、法令で定められた事項

やその他経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監督しております。 

b.  取締役会の機能の強化・経営効率向上のため、経営会議を毎月1回以上開催し、業務執行に関する個別経営課題を実務的な

観点から協議、決定しております。 

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

a.  平成18年12月に「コンプライアンス管理規程」及び「企業行動憲章・行動規範」を制定し、社長の下にコンプライアンス

管理責任者を委員長とする「コンプライアンス委員会」を発足させ、従業員が法令・定款等を遵守するよう啓蒙・教育をはじ

めとする倫理・コンプライアンスの諸活動を推進しております。 

b.  平成19年２月に「内部通報取扱い要領」を制定し、従業員が法令・定款等に違反する行為または違反する恐れのある行為

を発見した場合の内部通報体制を構築いたしました。これを従業員に周知し適切な運用を図ってまいります。 

⑥ 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

a.  当社グループを対象として「コンプライアンス管理規程」、「リスク管理規程」、「内部通報取扱い要領」、行動指針と

して「企業行動憲章・行動規範」を制定し、これを当社グループの倫理・コンプライアンスの統一理念といたしました。 

b.  経営企画部を子会社の管理部門とし、総括的な管理を行っております。また、当社から子会社に取締役及び監査役を派遣

し、取締役会への出席を通して事業の状況を定期的に監督しております。 

c.  平成19年５月末日現在において、当社には親会社はございません。 

  

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 

  必要に応じて監査役の業務補助のためのスタッフを置くこととし、その人事の詳細については、監査役会と相談し、その意見

を十分考慮して検討することとしております。 

⑧ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

   監査役補助者の評価は監査役会が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を

得た上で、経営会議または取締役会が決定することとし、取締役からの独立を確保しております。 

⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

   平成19年３月に「監査役報告規程」を制定し、取締役および従業員が監査役に報告すべき事項、報告の方法を定めました。



当社グループにおける法令・定款等の違反に関する事実を発見した場合には、遅滞なく監査役に報告するものとしております。 

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  監査役が重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるよう、また、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を

図れるよう次の措置を講じております。 

a.  取締役会の他、経営会議、開発会議等の重要な会議に出席し、必要に応じて詳細な報告を求めることが出来る。 

b.  稟議書その他の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または従業員にその説明を求めることが出来る。 

c.  社長との定期的な意見交換会の開催、監査室との連携などに必要な措置。 

d.  当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受け、意見交換を行う際の必要な措置。 

  

（４）役員報酬の内容 

当期の役員報酬の内容は以下のとおりであります。 

① 取締役の報酬 

 （注）上記金額には、使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額は含んでおりません。 

② 監査役の報酬 

  

（５）監査報酬の内容 

当期の監査報酬は以下のとおりであります。  

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 24百万円 

  なお、上記以外の報酬はありません。 

  

  区 分 社内取締役 社外取締役 合  計 

取 締 役 142百万円 ― 百万円 142百万円 

  区  分 社内監査役 社外監査役 合  計 

監 査 役 12百万円 15百万円 27百万円 



（６）会計監査の状況 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数 

  

   監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士   １名  その他   ７名 

  

(７）社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は、その他の利害関係の概要 

    当社には社外取締役はおりません。社外監査役3名のうち乙黒勤氏は、当社の議決権の6.2％を所有する(平成19年３月31日現

在)明治安田生命保険相互会社からの出向で常勤監査役に就任しております。同社と当社の間では、資金融資を受けております

が、その条件は他の金融機関と同一であります。田中健一郎氏および新田司志氏は社外監査役であります。 

なお、社外監査役に対して利害関係を有する取引は行っておりません。 

  

(８）取締役の定数 

   当社の取締役は12名以内とする旨を定款に定めております。 

  

(９）取締役の選任決議要件 

   当社は、取締役の選任決議は、議決権が行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

  

（10）自己の株式の取得 

   当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能と

するため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができ

る旨を定款で定めております。 

  

（11）株主総会の特別決議要件 

   当社は、会社法309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人等 継続監査年数 

指 定  社 員 

業務執行社員 
関 谷 靖 夫 

新日本監査法人 

１年 

指 定  社 員 

業務執行社員 
佐 藤 明 典 ４年 

指 定  社 員 

業務執行社員 
井 口   誠   １年 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成17年４月１

日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、

新日本監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

資産の部      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   1,982 1,644  

２ 受取手形及び売掛金 ※８   4,996 4,936  

３ たな卸資産   1,998 2,228  

４ 繰延税金資産   171 196  

５ その他   457 501  

貸倒引当金   △23 △27  

流動資産合計   9,581 61.8 9,480 60.6

Ⅱ 固定資産      

(1) 有形固定資産 ※1,3      

１ 建物及び構築物   1,912 2,024  

２ 機械装置及び運搬具   53 80  

３ 工具器具備品   244 224  

４ 土地   794 794  

５ 建設仮勘定   7 0  

有形固定資産合計   3,012 19.5 3,124 19.9

(2) 無形固定資産   78 0.5 60 0.4

(3) 投資その他の資産      

１ 投資有価証券 ※２   1,843 1,848  

２ 従業員長期貸付金   0 0  

３ 繰延税金資産   790 717  

４ その他   186 437  

貸倒引当金   △0 △14  

投資その他の資産合計   2,820 18.2 2,989 19.1

固定資産合計   5,911 38.2 6,173 39.4

資産合計   15,493 100.0 15,654 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

負債の部      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金 ※８   1,256 1,462  

２ 短期借入金 ※３   2,137 1,553  

３ 未払金   ― 823  

４ 未払法人税等   425 337  

５ 未払消費税等   59 48  

６ 賞与引当金   254 294  

７ 役員賞与引当金   ― 6  

８ その他   964 447  

流動負債合計   5,097 32.9 4,973 31.7

Ⅱ 固定負債      

１ 社債   250 230  

２ 長期借入金 ※３   302 244  

３ 預り保証金   387 371  

４ 退職給付引当金   3,162 3,043  

５ 役員退職慰労引当金   143 154  

６ 連結調整勘定   46 ―  

７ 負ののれん   ― 36  

固定負債合計   4,291 27.7 4,081 26.1

負債合計   9,388 60.6 9,054 57.8

少数株主持分      

少数株主持分   ― ― ― ―

資本の部      

Ⅰ 資本金 ※４   1,302 8.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   757 4.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   3,228 20.8 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   875 5.7 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※５   △59 △0.4 ― ―

資本合計   6,104 39.4 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  15,493 100.0 ― ―

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

純資産の部               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金 ※４   ― ―   1,302 8.3 

２ 資本剰余金     ― ―   757 4.9 

３ 利益剰余金     ― ―   3,706 23.7 

４ 自己株式 ※５   ― ―   △60 △0.4 

株主資本合計     ― ―   5,705 36.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 その他有価証券評価 
 差額金 

  ― ―   893 5.7 

評価・換算差額等合計     ― ―   893 5.7 

純資産合計     ― ―   6,599 42.2 

負債純資産合計     ― ―   15,654 100.0 

       



② 【連結損益計算書】 
  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   13,463 100.0 14,042 100.0

Ⅱ 売上原価   8,484 63.0 8,875 63.2

売上総利益   4,979 37.0 5,167 36.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１ 給与手当 2,024 2,178    

２ 賞与引当金繰入額 102 133    

３ 役員賞与引当金繰入額 ― 6    

４ 退職給付費用 174 173    

５ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

44 31    

６ 貸倒引当金繰入額 1 18    

７ 減価償却費 33 30    

８ 研究開発費 ※１ 606 435    

９ その他 1,370 4,357 32.4 1,382 4,390 31.3

営業利益   622 4.6 777 5.5

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 0 0    

２ 受取配当金 9 22    

３ 連結調整勘定償却額 5 ―    

４ 負ののれん償却額 ― 10    

５ 持分法による投資利益 6 12    

６ その他 19 40 0.3 19 64 0.5

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息 42 40    

２ 債権売却損 ― 22    

３ 社債発行費償却 3 ―    

４ たな卸資産廃棄損 25 25    

５ たな卸資産評価損 17 22    

６ その他 17 106 0.8 2 113 0.8

経常利益   556 4.1 728 5.2

Ⅵ 特別利益      

１ 固定資産売却益 ※２ 0 1    

２ 投資有価証券売却益 147 0    

３ 事業譲渡益 ※３ ― 147 1.1 326 328 2.3

Ⅶ 特別損失      

１ 固定資産売却損 0 ―    

２ 固定資産廃棄損 ※４ 6 20    

３ リース解約金 11 17 0.1 ― 20 0.1

税金等調整前当期純利益   686 5.1 1,036 7.4

法人税、住民税 
及び事業税 

420 374    

法人税等調整額 △177 242 1.8 71 446 3.2

当期純利益   443 3.3 590 4.2
       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   656 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 １ 株式交換による新株の 
発行 

  101   

 ２ 自己株式処分差益   0 101 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   757 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,872 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  当期純利益   443 443 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金   81   

 ２ 役員賞与   7 88 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   3,228 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

  

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）          （単位：百万円）

    
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 1,302 757 3,228 △59 5,228 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当 (注)     △99   △99 

役員賞与の支給 (注)     △11   △11 

当期純利益     590   590 

自己株式の処分   0   0 0 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
        ― 

連結会計年度中の変動額合計 ― 0 478 △1 477 

平成19年３月31日残高 1,302 757 3,706 △60 5,705 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純資産合計   
その他有価証券評価差額金 

平成18年３月31日残高 875 6,104   

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当 (注)   △99   

役員賞与の支給 (注)   △11   

当期純利益   590   

自己株式の処分   0   

自己株式の取得   △1   

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
17 17 

  

連結会計年度中の変動額合計 17 495   

平成19年３月31日残高 893 6,599   



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
税金等調整前当期純利益   686 1,036 

減価償却費   275 252 

連結調整勘定償却額   △5 ― 

負ののれん償却額   ― △10 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   211 △118 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）   △1 11 

投資有価証券売却益   △147 △0 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   0 18 

受取利息及び受取配当金   △9 △22 

支払利息   42 40 

持分法による投資利益   △6 △12 

有形固定資産除却損   6 16 

有形固定資産売却益   △0 △1 

事業譲渡益   ― △326 

売上債権の増減額（増加：△）   345 △29 

たな卸資産の増減額（増加：△） ※１ 253 △283 

仕入債務の増減額（減少：△）   29 206 

割引手形の増減額（減少：△）   △37 88 

その他資産の増減額（増加：△）   △121 △67 

その他負債の増減額（減少：△）   38 329 
役員賞与支払額   △7 △11 

小計   1,552 1,115 

利息及び配当金の受取額   9 23 
利息の支払額   △41 △39 
法人税等の支払額   △218 △462 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,301 636 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
定期預金の預入による支出   △6 △242 

定期預金の払戻による収入   ― 225 

投資有価証券の売却による収入   153 3 

株式交換による子会社資金の受入額   245 ― 

有形固定資産の取得による支出   △230 △381 

有形固定資産の売却による収入   1 1 

事業譲渡による収入   ― 399 

貸付金の回収による収入   1 0 
その他の投資による支出   △4 △5 

投資活動によるキャッシュ・フロー   160 1 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
短期借入れによる収入   620 680 

短期借入金の返済による支出   △1,029 △1,010 

長期借入れによる収入   50 160 

長期借入金の返済による支出   △717 △471 

社債の発行による収入   200 ― 

社債の償還による支出   △10 △20 

自己株式の取得による支出   △2 △1 

自己株式の売却による収入   0 0 
親会社の配当金の支払額   △81 △99 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △971 △762 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― △0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   490 △125 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,199 1,689 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   1,689 1,564 
      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 ６社 

山形ディーケーケー株式会社 

岩手東亜電波株式会社 

アリス電子工業株式会社 

ディーケーケーアナリティカ株式会

社 

バイオニクス機器株式会社 

ディーケーケーエンジニアリング株

式会社 

連結子会社のうち、バイオニクス機

器株式会社は平成17年10月１日付の

株式交換により当連結会計年度から

連結の範囲に含めております。 

(1) 連結子会社の数 ６社 

山形東亜ＤＫＫ株式会社 

岩手東亜ＤＫＫ株式会社 

アリス東亜ＤＫＫ株式会社 

東亜ＤＫＫアナリティカ株式会社 

バイオニクス機器株式会社 

東亜ＤＫＫサービス株式会社 

なお、平成19年１月１日に山形ディ

ーケーケー株式会社は山形東亜ＤＫ

Ｋ株式会社、岩手東亜電波株式会社

は岩手東亜ＤＫＫ株式会社、アリス

電子工業株式会社はアリス東亜ＤＫ

Ｋ株式会社、ディーケーケーアナリ

ティカ株式会社は東亜ＤＫＫアナリ

ティカ株式会社、ディーケーケーエ

ンジニアリング株式会社は東亜ＤＫ

Ｋサービス株式会社にそれぞれ商号

を変更しております。 

  (2) 非連結子会社の名称等 

東波興業株式会社 

株式会社ディーケーケーサービス新

潟 

(2) 非連結子会社の名称等 

同左 

   連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等はいずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

  

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数 １

社 

株式会社デイケイケイサービス関西 

(1) 持分法を適用した関連会社の数 １

社 

同左 

  (2) 持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社 

東波興業株式会社 

株式会社ディーケーケーサービス新

潟 

株式会社デイケイケイサービス北海

道 

株式会社ディーケーケーサービス茨

城 

計測システム株式会社 

(2) 持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社 

同左 

  持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社はそれぞれ当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体として重要

性がないため、持分法の適用から除

外しております。 

  

３ 連結子会社の事業

年度等に関する事

項 

連結子会社の決算日はすべて連結決算日

と一致しております。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

② たな卸資産 

仕掛品・製品・半製品は主として

個別法に基づく原価法を採用して

おります。材料は主として総平均

法による原価法を採用しておりま

す。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

  仕掛品・製品・半製品は主として

個別法に基づく原価法を採用して

おります。商品・材料は主として

総平均法による原価法を採用して

おります。 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

定率法(ただし、不動産賃貸業用

建物等及び平成10年４月１日以降

取得した建物(附属設備を除く)に

ついては定額法) 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物 
及び構築物 

10年～50年

機械装置 
及び運搬具 

２年～10年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年間)に基づく定額法 

② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費  

社債発行費は、支払時に全額費用

としております。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

―――― 

  

  (4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるた

め、賞与支給見込額のうち当連結

会計年度負担額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③役員賞与引当金 

―――― 

③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支払

に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異(1,867

百万円)については、15年による按

分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理することとしておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

当社及び一部の連結子会社は、役

員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合は、

特例処理を採用しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…長期借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

市場金利の変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行って

おります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため有効性の判定を

省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

(7) 消費税等の会計処理 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 連結子会社の資産

及び負債の評価に

関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６ 連結調整勘定の償

却に関する事項 

連結調整勘定は５年間で均等償却してお

ります。 

―――― 

  

７ 負ののれんの償却

に関する事項 

―――― 負ののれんは５年間で均等償却しており

ます。 

８ 利益処分項目等の

取扱いに関する事

項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分及び損失処理について連結会計年度中

に確定した利益処分及び損失処理に基づ

いて作成しております。 

―――― 

９ 連結キャッシュ・

フロー計算書にお

ける資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

――――― 

  

――――― 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益お

よび税金等調整前当期純利益が、６百万円減少しており

ます。 

  

――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の資本の部の合計額に相当する金額は6,599

百万円であります。 

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度におけ

る連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。 

  

――――― 

  

（企業結合および事業分離等に関する会計基準） 

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月31日）および「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第７号）ならびに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基

準適用指針第10号）を適用しております。 



(表示方法の変更) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― 

  

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「未払金」（前連結会計年度699百

万円）については、当連結会計年度において負債純資産

の総額の100分の５を超えたため当連結会計年度より区

別掲記しております。 

  

――――― 

  

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「債権売却損」（前連結会計年度

13百万円）については、営業外費用の明瞭性を高めるた

め当連結会計年度より区別掲記しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 4,391百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 4,255百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 127百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 139百万円

※３ 担保に供している資産 

   担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

   担保資産 

土地 394百万円 (22百万円)

建物 750百万円 (259百万円)

構築物 17百万円 (12百万円)

機械装置 10百万円 (10百万円)

工具器具備品 14百万円 (14百万円)

計 1,187百万円 (319百万円)

※３ 担保に供している資産 

   担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

   担保資産 

土地 394百万円 (22百万円)

建物 737百万円 (267百万円)

構築物 14百万円 (10百万円)

機械装置 9百万円 (9百万円)

工具器具備品 10百万円 (10百万円)

計 1,165百万円 (320百万円)

   担保付負債 

   上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

短期借入金 1,550百万円 (1,450百万円)

１年以内返済予定 
の長期借入金 

347百万円 (327百万円)

長期借入金 81百万円 (51百万円)

計 1,978百万円 (1,828百万円)

   担保付負債 

   上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

短期借入金 1,200百万円 (1,200百万円)

１年以内返済予定
の長期借入金 

104百万円 (84百万円)

長期借入金 76百万円 (66百万円)

計 1,381百万円 (1,351百万円)

※４ 発行済株式総数  普通株式 16,880千株 ※４ ―――― 

※５ 自己株式の保有数 普通株式 267千株 ※５ ――――  

 ６ 当座貸越契約 

   当社及び連結子会社のバイオニクス機器㈱におい

ては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

  

当座貸越極度額 1,560百万円

借入実行残高 1,080百万円

差引額 480百万円

 ６ 当座貸越契約 

   当社及び連結子会社のバイオニクス機器㈱におい

ては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

  

当座貸越極度額 1,460百万円

借入実行残高 1,000百万円

差引額 460百万円

 ７ 受取手形割引高           ―――― ７ 受取手形割引高           88百万円 

※８ 連結会計年度末日満期手形 

  ――――  

※８ 連結会計年度末日満期手形 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結

会計年度末残に含まれております。 

  

受取手形 1百万円

支払手形 89百万円



(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発 

費 675百万円

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発 

費 473百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 0百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械装置 1百万円

車両運搬具 0百万円

計 1百万円

※３ 事業譲渡益の内訳は次のとおりです。 ※３ 事業譲渡益の内訳は次のとおりです。 

―――― 譲渡価額 500百万円

譲渡対象資産の簿価 △19百万円

その他譲渡費用 △154百万円

事業譲渡益 326百万円

※４ 固定資産の廃棄損は次のとおりです。 

建物 2百万円

構築物 0百万円

機械装置 0百万円

工具器具備品 3百万円

計 6百万円

※４ 固定資産の廃棄損は次のとおりです。 

建物 6百万円

構築物 0百万円

機械装置 0百万円

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 9百万円

撤去費用 4百万円

計 20百万円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  4,618株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少   593株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 16,880,620 ― ― 16,880,620 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 267,821 4,618 593 271,846 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年 6月29日 
定時株主総会 

普通株式 99 6 平成18年 3月31日 平成18年 6月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年 6月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 116 7 平成19年 3月31日 平成19年 6月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日) 

現金及び預金勘定 1,982百万円

預入期間が３ヶ月を超える定額預金 △293百万円

現金及び現金同等物 1,689百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日) 

現金及び預金勘定 1,644百万円

投資その他の資産の「その他」に計上
されている長期性預金 

230百万円

計 1,874百万円

預入期間が３ヶ月を超える定額預金 △310百万円

現金及び現金同等物 1,564百万円

２ 株式の交換により新たに連結子会社となった会社の

資産および負債の主な内訳等 

２ 株式の交換により新たに連結子会社となった会社の

資産および負債の主な内訳等 

（１）株式の交換により新たにバイオニクス機器(株)を

連結したことに伴う、連結開始時の資産および負

債の内訳は次のとおりであります。 

   流動資産                         652 百万円 

      固定資産                         478 百万円 

    資産合計                      1,131 百万円 

   流動負債                439 百万円 

   固定負債                          387 百万円 

    負債合計                        827 百万円 

（２）株式の交換により新たに連結子会社となったバイ

オニクス機器(株)の資金受入額の内訳は次のとお

りであります。 

   現金及び現金同等物          249 百万円 

   株式の交換費用                    △3 百万円 

   株式交換による子会社資金の受入額  245 百万円 

―――― 

３ 重要な非資金取引内訳 ３ 重要な非資金取引内訳 

   株式交換による資本金増加額     21 百万円 

株式交換による資本剰余金増加額    101 百万円 

―――― 

４ 事業譲渡により減少した資産の主な内訳 

   ―――― 

４ 事業譲渡により減少した資産の主な内訳 

   固定資産              19百万円 

※１ たな卸資産の減少額に含まれるたな卸資産廃棄損 

25百万円 

※１ たな卸資産の増加額に含まれるたな卸資産廃棄損 

25百万円 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具備品 310 198 111

ソフトウェア 53 31 21

合計 363 230 133

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

69 3 66 

工具器具備品 273 162 110 

ソフトウェア 49 21 28 

合計 392 187 205 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

 同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 (注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料残高が、有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によって算定しておりま

す。 

１年以内 57百万円

１年超 75百万円

合計 133百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 同左 

１年以内 65百万円

１年超 139百万円

合計 205百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 80百万円

減価償却費相当額 80百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 73百万円

減価償却費相当額 73百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（減損処理について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  

（減損処理について） 

 同左 



  

  

前へ   次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円) 

工具器具備品 8 5 2

取得価額
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

工具器具備品 8 6 1 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が、営業

債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子

込み法により算定しております。 

１年以内 2百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

  同左 

１年以内 1百万円

１年超 0百万円

合計 1百万円

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 2百万円

減価償却費 1百万円

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 2百万円

減価償却費 0百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年３月31日 現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(単位：百万円) 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

(単位：百万円) 

  

区分 
取得原価

  

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

  

差額 
  

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

株式 174 1,651 1,476

合計 174 1,651 1,476

売却額 売却益 売却損 

153 147 ― 

区分 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券   

非上場株式 65



当連結会計年度(平成19年３月31日 現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(単位：百万円) 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

(単位：百万円) 

  

区分 
取得原価

  

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

  

差額 
  

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

株式 173 1,644 1,469

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 

株式 3 2 0

合計 176 1,646 1,470

売却額 売却益 売却損 

3 0 ― 

区分 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券   

非上場株式 62



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

  

２ 取引の時価等に関する事項 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 取引の内容 

  当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であります。 

１ 取引の内容 

  同左 

２ 取引に対する取組方針 

  当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

２ 取引に対する取組方針 

  同左 

３ 取引の利用目的 

  当社のデリバティブ取引は借入金の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

３ 取引の利用目的 

  同左 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   金利スワップ取引については、特例処理の要件を

満たす場合は、特例処理を採用しております。 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……金利スワップ 

   ヘッジ対象……長期借入金 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

 (3) ヘッジ方針 

   市場金利の変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っております。 

 (3) ヘッジ方針 

   同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理の要件を満たしているた

め有効性の判定を省略しております。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

４ 取引に係るリスクの内容 

  金利スワップにおけるリスクはほとんどありませ

ん。なお、取引契約先は信用度の高い金融機関と行っ

ているため相手先の契約不履行によるリスクはほとん

どないと認識しております。 

４ 取引に係るリスクの内容 

  同左 

５ 取引に係るリスクの管理体制 

  デリバティブ取引の執行・管理については関連部署

の要請に基づいて決定され、その手続き及び管理は経

理部が行い、経営会議に報告しております。 

５ 取引に係るリスクの管理体制 

  同左 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引のみで

あるため記載を省略しております。 

同左 



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

また、東京都電機厚生年金基金に外部拠出しておりますが、当該基金が総合設立型のため、以下の退職給付債

務、年金資産及び退職給付費用の計算から除いております。 

当該基金の掛金拠出割合により計算した年金資産総額は、前連結会計年度4,303百万円、当連結会計年度4,479

百万円、拠出額は前連結会計年度152百万円、当連結会計年度151百万円であります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

  

３ 退職給付費用に関する事項 
  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日 現在) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日 現在) 

イ 退職給付債務 △4,835百万円 △4,415百万円

ロ 年金資産 733百万円 679百万円

ハ 退職給付引当金 3,162百万円 3,043百万円

  差引(イ＋ロ＋ハ) △939百万円 △692百万円

(差引分内訳)  

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 △1,116百万円 △994百万円

ホ 未認識過去勤務債務 219百万円 190百万円

ヘ 未認識数理計算上の差異 △42百万円 111百万円

  ＜ニ＋ホ＋ヘ＞ △939百万円 △692百万円

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1) 勤務費用 208百万円 206百万円

(2) 利息費用 115百万円 116百万円

(3) 期待運用収益(減算) △6百万円 △13百万円

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 123百万円 123百万円

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 31百万円 18百万円

(6) 過去勤務債務の費用処理額 △32百万円 △32百万円

  退職給付費用 440百万円 418百万円

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日 現在) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日 現在) 

(1) 割引率 2.5％ 2.5％

(2) 期待運用収益率 1.0％ 2.0％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年

(5) 未認識数理差異の処理年数 10年 10年

(6) 未認識過去勤務債務の処理年数 10年 10年



(税効果会計関係) 

  

  

  

前へ     

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

  たな卸資産評価損 6百万円

  賞与引当金 103百万円

  退職給付引当金 1,283百万円

  投資有価証券評価損 116百万円

  役員退職慰労引当金 58百万円

  その他 74百万円

   繰延税金資産小計 1,642百万円

   評価性引当額 △8百万円

   繰延税金資産合計 1,633百万円

  

繰延税金負債 

  有価証券平均単価評価減 12百万円

  固定資産圧縮積立金 58百万円

  その他有価証券評価差額金 601百万円

  その他 0百万円

   繰延税金負債合計 672百万円

  繰延税金資産の純額 961百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

 たな卸資産評価損 20百万円

 賞与引当金 120百万円

 退職給付引当金 1,235百万円

 投資有価証券評価損 78百万円

 役員退職慰労引当金 62百万円

 その他 87百万円

  繰延税金資産小計 1,605百万円

  評価性引当額 △46百万円

  繰延税金資産合計 1,559百万円

 

繰延税金負債  

 有価証券平均単価評価減 12百万円

 固定資産圧縮積立金 55百万円

 その他有価証券評価差額金 576百万円

 その他 0百万円

  繰延税金負債合計 645百万円

 繰延税金資産の純額 914百万円

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因と主な項目別の内訳 

  法定実効税率               40.7% 

  （調整） 

  研究開発費等税額控除項目             △7.3% 

  住民税均等割額                           3.3% 

  評価性引当額                           △2.1% 

  その他                  0.8% 

税効果会計適用後の法人税等負担率        35.4% 

  

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因と主な項目別の内訳 

  法定実効税率               40.7% 

  （調整） 

  研究開発費等税額控除項目              △3.9% 

  住民税均等割額                           2.1% 

  評価性引当額                             3.9% 

  その他                  0.3% 

税効果会計適用後の法人税等負担率        43.1% 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  
計測機器事業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 13,167 295 13,463 ― 13,463 

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 13,167 295 13,463 ― 13,463 

営業費用 12,081 72 12,154 687 12,841 

営業利益 1,085 223 1,309 (687) 622 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

      

資産 10,860 819 11,680 3,812 15,493 

減価償却費 237 33 270 4 275 

資本的支出 121 8 129 1 130 

  
計測機器事業 
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円) 
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 13,747 295 14,042 ― 14,042 

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 13,747 295 14,042 ― 14,042 

営業費用 12,507 71 12,578 687 13,265 

営業利益 1,239 224 1,464 (687) 777 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

      

資産 11,124 798 11,922 3,731 15,654 

減価償却費 216 31 248 4 252 

資本的支出 373 8 381 6 388 



(注) １ 事業区分は、事業形態により２区分としております。 

２ 各事業の主な製品 

計測機器事業……基本プロセス計測器、環境用大気測定装置、煙道用排ガス分析計、ボイラー水用分析装置、上下水用分

析計、環境用水質分析計、石油用分析機器、ラボ用分析機器、ポータブル分析計、分離分析計、ＬＡシ

ステム、医療用機器、絶縁耐圧計、高速抵抗判定システム、発振器、計測用インターフェースサーバ、

記録計、産業用ガス検知警報器、電極、標準液、保守、修理、部品等他 

その他の事業……事業用建物の賃貸 

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は687

百万円及び687百万円であり、親会社の総務人事部等の管理部門に係わる費用であります。 

４ 前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,812百万円及

び3,731百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金(現金）、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に

係る資産等であります。 

５ 資本的支出には長期前払費用が含まれております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度における本国以外の国、または地域に所在する連結子会社及び在外支店が

ないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 取引金額は消費税抜きの金額で、期末残高は消費税込みの金額で表示しております。 

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

環境プロセス機器他の取引販売条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様な取引条件によってお 

ります。 

３ 三井造船（株）は、平成17年11月22日に主要株主でなくなったため、取引額及び期末残高は平成17年11月30日現在で表示

しております。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

    該当事項はありません。 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

法人 
主要 
株主 

三 井 造 船
㈱ 

東京都 
中央区 44,384 

船舶の建造、 
石油化学プラン
ト等の建設、 
ディーゼル機関
等の製造 

(被所有)
直接 7.61

転籍

1名 

共同開発
技術協力
販売協力

環境プロセ
ス機器他 
販売 

7 売掛金 
 
4
 
 



(企業結合等関係) 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(事業分離) 

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の概要 

 (1) 分離先企業の名称及び分離した事業の内容 

   名   称：日置電機株式会社 

   事業の内容：電子測定器製造販売事業 

 (2) 事業分離を行った主な理由 

   「大気・水・ガス」分野に集中するため、電子計測機器部門を日置電機株式会社に事業譲渡いたしました。 

 (3) 事業分離日 

   平成18年11月１日 

 (4) 法的形式を含む事業分離の概要 

   事業譲渡 

２．実施した会計処理の概要 

 (1) 事業譲渡損益の額 

     事業譲渡価額     500百万円 

     譲渡対象資産の簿価  △19百万円 

         その他譲渡費用   △154百万円 

      事業譲渡益      326百万円 

 (2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

   資産の部 有形固定資産   17百万円  

        無形固定資産     1百万円  

         合計      19百万円  

    負債の部 ― 

３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称 

   計測機器事業 

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

売上高   350百万円 

営業利益  △20百万円 

経常利益  △20百万円 

  



(１株当たり情報) 

  

(注)算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 366.72円 １株当たり純資産額 397.34円

１株当たり当期純利益 26.33円 １株当たり当期純利益 35.52円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 同左 

項目 
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額(百万円) 

― 6,599

普通株式に係る純資産額 
(百万円) 

― 6,599

普通株式の発行済株式数(千株) ― 16,880

普通株式の自己株式数(千株) ― 271

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株) 

― 16,608

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

連結損益計算上の当期純利益 
(百万円) 

443 590

普通株式に係る当期純利益 
(百万円) 

432 590

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳（百万円） 
利益処分による役員賞与金 

11 ―

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

11 ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,407 16,610



⑥ 【連結附属明細表】 

 【社債明細表】 

  

(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年以内償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

 【借入金等明細表】 
  

(注) １ 平均利率については期末のものを使用して算出しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年間の返済予定は以下のとおりです。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 

  

銘柄 発行年月日 前 期 末 残 高

（百万円） 

当 期 末 残 高

（百万円） 

利 率

（％） 

担保 償還期限 

バイオニクス機器㈱ 
第1回無担保

社債 

平成16年 

７月22日 
70 

50 

(20) 
0.90 

無担保 

社債 

平成21年 

７月22日 

東亜ディーケーケー㈱ 
第1回無担保

社債 

平成17年 

12月29日 
200 200 0.69 

無担保 

社債 

平成20年 

12月29日 

合計 ― ― 270 
250 

(20) 
― ― ― 

区分 
１年以内 

（百万円） 

１年超２年以内

(百万円) 

２年超３年以内

(百万円) 

３年超４年以内 

(百万円) 

４年超５年以内

(百万円) 

社債 20 220 10 ― ― 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,670 1,340 1.705 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 467 213 1.854 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

302 244 2.052
平成20年４月～ 
平成24年11月 

合計 2,439 1,798 ― ― 

区分 
１年超２年以内

(百万円) 
２年超３年以内(百

万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 125 81 29 8



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
第62期

(平成18年３月31日) 
第63期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

資産の部      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   1,804 1,342  

２ 受取手形 ※1,5   1,275 1,318  

３ 売掛金 ※１   3,355 3,304  

４ 商品   ― 9  

５ 製品   214 123  

６ 半製品   271 375  

７ 材料   305 208  

８ 仕掛品   495 623  

９ 前払費用   5 14  

10 繰延税金資産   123 148  

11 従業員短期債権   0 0  

12 未収入金 ※１   516 541  

13 その他   5 11  

貸倒引当金   △21 △24  

流動資産合計   8,352 59.8 7,995 57.7

Ⅱ 固定資産      

(1) 有形固定資産 ※２      

１ 建物 4,376 4,515    

減価償却累計額 2,667 1,709 2,698 1,816  

２ 構築物 253 259    

減価償却累計額 206 46 207 51  

３ 機械装置 237 258    

減価償却累計額 201 35 207 51  

４ 工具器具備品 1,202 1,057    

減価償却累計額 985 217 861 196  

５ 土地   616 616  

６ 建設仮勘定   7 0  

有形固定資産合計   2,632 18.8 2,733 19.8



  

  
第62期

(平成18年３月31日) 
第63期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(2) 無形固定資産      

１ 施設利用権   24 23  

２ ソフトウェア   50 33  

無形固定資産合計   75 0.5 56 0.4

(3) 投資その他の資産      

１ 投資有価証券   1,716 1,709  

２ 関係会社株式   282 282  

３ 長期性預金   ― 230  

４ 出資金   0 0  

５ 従業員長期貸付金   0 0  

６ 破産債権、更正債権 
  その他これらに準ずる 
  債権 

  ― 19  

７ 長期前払費用   9 5  

８ 繰延税金資産   737 658  

９ その他   168 169  

貸倒引当金   △0 △11  

投資その他の資産合計   2,914 20.9 3,063 22.1

固定資産合計   5,622 40.2 5,854 42.3

資産合計   13,975 100.0 13,849 100.0

負債の部      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形   222 207  

２ 買掛金 ※１   1,201 1,159  

３ 短期借入金 ※２   1,550 1,200  

４ 
  

一年以内返済予定の 
長期借入金 

※２   327 84  

５ 未払金 ※１   652 771  

６ 未払費用   102 143  

７ 未払法人税等   335 273  

８ 未払消費税等   36 38  

９ 前受金   45 55  

10 預り金   23 50  

11 賞与引当金   190 226  

12 役員賞与引当金   ― 6  

13 設備支払手形   11 105  

14 
  

一年以内返還予定の 
預り保証金 

  15 15  

15 その他   0 0  

流動負債合計   4,715 33.7 4,338 31.3



  

  

  
第62期

(平成18年３月31日) 
第63期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債      

１ 社債   200 200  

２ 長期借入金 ※２   51 66  

３ 預り保証金   387 371  

４ 退職給付引当金   3,043 2,914  

５ 役員退職慰労引当金   130 147  

固定負債合計   3,813 27.3 3,700 26.7

負債合計   8,529 61.0 8,039 58.0

資本の部      

Ⅰ 資本金   1,302 9.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

 １ 資本準備金   757 ―  

２ その他資本剰余金      

    自己株式処分差益 0 0 ― ―  

  資本剰余金合計   757 5.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

 １ 利益準備金   171 ―  

 ２ 任意積立金      

１) 配当準備積立金 28 ―    

２) 役員退職積立金 1 ―    

３) 海外開拓準備金 37 ―    

４) 固定資産圧縮積立金 88 ―    

５) 別途積立金 1,024 1,178 ― ―  

 ３ 当期未処分利益   1,219 ―  

  利益剰余金合計   2,569 18.4 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   875 6.3 ― ―

Ⅴ 自己株式   △59 △0.4 ― ―

資本合計   5,445 39.0 ― ―

負債及び資本合計   13,975 100.0 ― ―

       



  

  

  
第62期

(平成18年３月31日) 
第63期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

純資産の部               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   1,302 9.4 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   ―     757     

(2) その他資本剰余金   ―     0     

資本剰余金合計     ― ―   757 5.5 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   ―     171     

(2) その他利益剰余金               

配当準備積立金   ―     28     

役員退職積立金   ―     1     

海外開拓積立金   ―     37     

固定資産圧縮積立金   ―     81     

別途積立金   ―     1,024     

繰越利益剰余金   ―     1,574     

利益剰余金合計     ― ―   2,918 21.0 

４ 自己株式     ― ―   △60 △0.4 

株主資本合計     ― ―   4,917 35.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 その他有価証券評価 
 差額金 

  ― ―   893 6.5 

評価・換算差額等合計     ― ―   893 6.5 

純資産合計     ― ―   5,810 42.0 

負債純資産合計     ― ―   13,849 100.0 

       



② 【損益計算書】 

  

  
第62期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

１ 製品売上高 12,693 12,726   

２ 商品売上高 ― 93   

３ 不動産賃貸収入 295 12,989 100.0 295 13,115 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 製品期首たな卸高 227 214   

２ 当期製品製造原価 
※8,9 
,10 

8,996 8,945   

３ 当期商品仕入高 ― 57   

４ 不動産賃貸原価 ※１ 60 58   

合計 9,284 9,275   

５ 製品期末たな卸高 214 123   

６ 商品期末たな卸高 ― 9   

７ 他勘定へ振替 ※２ 35 9,035 69.6 13 9,129 69.6

売上総利益   3,954 30.4 3,985 30.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 荷造運送費 168 166   

２ 広告宣伝費 104 110   

３ 給料 1,106 1,146   

４ 賞与手当 238 284   

５ 賞与引当金繰入額 79 103   

６ 役員賞与引当金繰入額 ― 6   

７ 退職給付費用 151 153   

８ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

31 26   

９ 貸倒引当金繰入額 ― 16   

10 減価償却費 24 17   

11 法定福利費 191 222   

12 研究開発費 ※８ 602 434   

13 その他 817 3,517 27.0 765 3,453 26.3

営業利益   437 3.4 531 4.1

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 0 0   

２ 受取配当金 9 40   

３ 貸与施設賃貸料 ※３ 46 46   

４ その他 13 69 0.5 12 100 0.8

      



  

  

  
第62期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 36 28   

２ 債権売却損 ― 21   

３ 社債発行費償却 3 ―   

４ たな卸資産廃棄損 23 20   

５ たな卸資産評価損 14 13   

６ 貸与施設賃貸費用 ※４ 35 39   

７ その他 16 131 1.0 2 126 1.0

経常利益   375 2.9 505 3.9

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※５ 0 ―   

２ 投資有価証券売却益 147 0   

３ 事業譲渡益 ※６ ― 147 1.1 326 326 2.4

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産廃棄損 ※７ 5 17   

２ リース解約金 11 17 0.1 ― 17 0.1

税引前当期純利益   506 3.9 815 6.2

法人税、住民税 
及び事業税 

334 278   

法人税等調整額 △151 183 1.4 78 356 

当期純利益   323 2.5 457 3.5

前期繰越利益   896 ― 

当期未処分利益   1,219 ― 

      



製造原価明細書 

  

  

(注) 

  

  
第62期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費   5,113 53.3 5,328 54.7

Ⅱ 労務費 ※１   2,183 22.8 2,098 21.5

Ⅲ 経費 ※2,3   2,290 23.9 2,322 23.8

当期総製造費用   9,587 100.0 9,749 100.0

仕掛品及び半製品 
期首たな卸高 

  905 767  

合計   10,493 10,516  

仕掛品及び半製品 
期末たな卸高 

  767 999  

他勘定振替 ※４   729 571  

当期製品製造原価 ※５   8,996 8,945  

       

第62期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

原価計算の方法 

自製部品の電極・標準液は総合原価計算および個別原

価計算、それ以外は個別原価計算を行っており、標準

原価計算による原価差額は、期末において期末たな卸

資産及び売上原価に調整、配賦しております。 

原価計算の方法 

自製部品の電極・標準液は総合原価計算および個別原

価計算、それ以外は個別原価計算を行っており、標準

原価計算による原価差額は、期末において期末たな卸

資産及び売上原価に調整、配賦しております。 

※１ 労務費には、賞与引当金繰入額110百万円、退職

給付費用243百万円を含んでおります。 

※１ 労務費には、賞与引当金繰入額122百万円、退職

給付費用221百万円を含んでおります。 

※２ 経費のうち金額の大きいものは次のとおりです。 

外注費 1,545百万円

減価償却費 172百万円

※２ 経費のうち金額の大きいものは次のとおりです。 

外注費 1,577百万円

減価償却費 149百万円

※３ 経費のうち租税公課の内訳は次のとおりです。 

固定資産税 21百万円

その他 6百万円

計 28百万円

※３ 経費のうち租税公課の内訳は次のとおりです。 

固定資産税 19百万円

その他 7百万円

計 27百万円

※４ 他勘定振替の内訳は次のとおりです。 

   他勘定へ振替 

   半製品費1,509百万円、経費230百万円(研究開発

費68百万円を含む)は、製造工程内を循環するの

で重複をさけるため純額表示しております。 

販売費 111百万円

一般管理費 602百万円

たな卸資産廃棄損 12百万円

たな卸資産評価損 3百万円

計 729百万円

※４ 他勘定振替の内訳は次のとおりです。 

   他勘定へ振替 

   半製品費2,074百万円、経費251百万円(研究開発

費35百万円を含む)は、製造工程内を循環するの

で重複をさけるため純額表示しております。 

販売費 91百万円

一般管理費 434百万円

たな卸資産廃棄損 19百万円

たな卸資産評価損 28百万円

その他 △2百万円

計 571百万円

※５ 当期発生した原価差額46百万円は、たな卸資産と

売上原価に配賦しております。 

※５ 当期発生した原価差額 40百万円は、たな卸資産

と売上原価に配賦しております。 



③ 【利益処分計算書】 

  

  

株主総会承認年月日   
第62期

平成18年６月29日 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   1,219 

Ⅱ 任意積立金取崩     

 固定資産圧縮積立金
  取崩額 

  3 3 

計   1,223 

Ⅲ 利益処分額     

１ 配当金   99   

２ 役員賞与金   9   

  (うち、監査役賞与金)   (1) 109 

Ⅳ 次期繰越利益   1,114 

      



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注１)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

(注２)固定資産圧縮積立金取崩のうち、3百万円は平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

（単位：百万円） 

  株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 

配当準備
積立金 

役員退職 
積立金 

海外開拓
準備金 

平成18年３月31日残高 1,302 757 0 757 171 28 1 37

事業年度中の変動額                

剰余金の配当 (注１)       －        

役員賞与の支給 (注１)       －        

当期純利益       －        

自己株式の処分     0 0        

自己株式の取得       －        

固定資産圧縮積立金取崩 (注２)       －        

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 

（純額） 
      －        

事業年度中の変動額合計 － － 0 0 － － － －

平成19年３月31日残高 1,302 757 0 757 171 28 1 37

  株主資本 評価・換算 
差額等 

純資産
合 計 

利益剰余金 

自己
株式 

株主資本
合計 

その他有価証
券評価差額金 

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計 固定資産 

圧縮積立金 
別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 88 1,024 1,219 2,569 △59 4,570 875 5,445

事業年度中の変動額                

剰余金の配当 (注１)     △99 △99   △99   △99

役員賞与の支給 (注１)     △9 △9   △9   △9

当期純利益     457 457   457   457

自己株式の処分       － 0 0   0

自己株式の取得       － △1 △1   △1

固定資産圧縮積立金取崩 (注２) △6   6 －   －   －

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）       －   － 17 17

事業年度中の変動額合計 △6 － 355 348 △1 346 17 364

平成19年３月31日残高 81 1,024 1,574 2,918 △60 4,917 893 5,810



重要な会計方針 

  

第62期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  (評価基準) (評価方法) 

製品・半製品 
原価法 個別法 

仕掛品 

材料 原価法 総平均法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  (評価基準) (評価方法) 

製品・半製品 
原価法 個別法 

仕掛品 

材料・商品 原価法 総平均法 

３ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

     定率法 

ただし、不動産賃貸業用建物等及び平成10

年４月１日以降に取得した建物(附属設備を

除く)については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

なお、10万円以上20万円未満の資産につ

いては３年均等償却 

建物 38年～50年 

機械装置 10年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

     同左 

  

  (2) 無形固定資産  

自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年間)に基づく定額

法。それ以外の無形固定資産については定額

法 

  (2) 無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

  社債発行費は、支払時に全額費用としておりま

す。 

４ 繰延資産の処理方法 

  ――――― 

５ 引当金の計上基準 

   (1) 貸倒引当金 

    貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 

   (1) 貸倒引当金 

      同左 

  (2) 賞与引当金    

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給

見込額の当期負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 役員賞与引当金 

――――― 

(3) 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 



  

  

第62期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異(1,832百万円)は、

15年による均等額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理しております。 

 (4) 退職給付引当金  

同左 

   (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、当社内

規に基づく期末要支給額を計上しております。 

   (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

６ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満

たしている場合は、特例処理を採用しておりま

す。 

７ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…長期借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3) ヘッジ方針 

市場金利の変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため有効性の判断を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

同左 



(会計処理の変更) 
  

  

(表示方法の変更) 
  

  

第62期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません 

  

  ――――― 

  

  ――――― 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4

号）を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

および税引前当期純利益が６百万円減少しております。 

  

  ――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

8号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計額に相当する金額は

5,810百万円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務

諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま

す。 

  

  ――――― 

  

（企業結合および事業分離等に関する会計基準） 

 当事業年度から「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）および「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準第７号）ならびに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に 関する適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基

準適用指針第10号）を適用しております。 

第62期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ――――― 

  

前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「債権売却損」(前事業年度13百万円)

については、営業外費用の明瞭性を高めるため当事業年

度より区分掲記しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第62期 
(平成18年３月31日) 

第63期
(平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に係る科目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか、次のとおりであります。 
  

科目 
金額 

(百万円) 
科目 

金額 
(百万円)

受取手形 23 買掛金 869

売掛金 80 未払金 6

未収入金 74   

※１ 関係会社に係る科目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか、次のとおりであります。 
  

科目
金額

(百万円)
科目 

金額 
(百万円) 

受取手形 21 買掛金 865 

売掛金 62 未払金 8 

未収入金 74   

※２ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

    担保資産 

土地 259百万円 (22百万円)

建物 662百万円 (259百万円)

構築物 17百万円 (12百万円)

機械装置 10百万円 (10百万円)

工具器具備品 14百万円 (14百万円)

計 964百万円 (319百万円)

※２ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

    担保資産 

土地 259百万円 (22百万円)

建物 651百万円 (267百万円)

構築物 14百万円 (10百万円)

機械装置 9百万円 (9百万円)

工具器具備品 10百万円 (10百万円)

計 944百万円 (320百万円)

    担保付負債 

   上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

短期借入金 1,550百万円 (1,450百万円)

１年以内返済予 
定の長期借入金 

327百万円 (327百万円)

長期借入金 51百万円 (51百万円)

計 1,928百万円 (1,828百万円)

    担保付負債 

   上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

短期借入金 1,200百万円 (1,200百万円)

１年以内返済予 
定の長期借入金 

84百万円 (84百万円)

長期借入金 66百万円 (66百万円)

計 1,351百万円 (1,351百万円)

 ３ 当座貸越契約 

   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

  

当座貸越極度額 1,310百万円

借入実行残高 1,060百万円

差引額 250百万円

 ３ 当座貸越契約 

   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

  

当座貸越極度額 1,310百万円

借入実行残高 960百万円

差引額 350百万円

 ４ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、 

875百万円であります。 

 ４ 配当制限 

――――― 

  

※５ 期末日満期手形 

――――― 

※５ 期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって処理しております。 

   なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の当事業年度末日満期手形が当事業年度

末日残高に含まれております。 

   受取手形              1百万円 



(損益計算書関係) 

  

  

第62期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 不動産賃貸原価の内訳は次のとおりです。 

租税公課 25百万円

減価償却費 33百万円

その他 1百万円

計 60百万円

※１ 不動産賃貸原価の内訳は次のとおりです。 

租税公課 24百万円

減価償却費 31百万円

その他 2百万円

計 58百万円

※２ 他勘定へ振替の内訳は次のとおりです。 

営業外費用へ 19百万円

その他へ 15百万円

計 35百万円

※２ 他勘定へ振替の内訳は次のとおりです。 

営業外費用へ 5百万円

その他へ 7百万円

計 13百万円

※３ 関係会社への貸与分は、46百万円です。 ※３ 関係会社への貸与分は、46百万円です。 

※４ この内35百万円は関係会社に係る貸与施設賃貸費

用であります。 

※４ この内39百万円は関係会社に係る貸与施設賃貸費

用であります。 

※５ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 0百万円

※５ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

―――――  

※６ 事業譲渡益の内訳は次のとおりです。 ※６ 事業譲渡益の内訳は次のとおりです。 

―――― 譲渡価額 500百万円

譲渡対象資産の簿価 △19百万円

その他譲渡費用 △154百万円

事業譲渡益 326百万円

※７ 固定資産の廃棄損は次のとおりです。 

建物 2百万円

構築物 0百万円

機械装置 0百万円

工具器具備品 2百万円

計 5百万円

※７ 固定資産の廃棄損は次のとおりです。 

建物 5百万円

構築物 0百万円

機械装置 0百万円

工具器具備品 6百万円

撤去費用 4百万円

計 17百万円

※８ 当期製品製造原価には、関係会社からの外注加工

費等の仕入高3,995百万円が含まれております。 

※８ 当期製品製造原価には、関係会社からの外注加工

費等の仕入高4,318百万円が含まれております。 

※９ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発 

費 671百万円

※９ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発 

費 469百万円

※10 売上原価 

   原価差額45百万円を配賦した金額です。 

※10 売上原価 

   原価差額36百万円を配賦した金額です。 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  4,618株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少   593株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 267,821 4,618 593 271,846 



(リース取引関係) 

  

  

第62期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具備品 249 153 96

ソフトウェア 47 28 19

合計 296 181 115

 同左 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具備品 235 134 101 

ソフトウェア 43 16 27 

合計 279 150 128 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

１年以内 50百万円

１年超 65百万円

合計 115百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 同左 

１年以内 48百万円

１年超 80百万円

合計 128百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 69百万円

減価償却費相当額 69百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 62百万円

減価償却費相当額 62百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（減損処理について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  

（減損処理について） 

 同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

第62期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

たな卸資産評価損 4百万円

賞与引当金 77百万円

退職給付引当金 1,238百万円

投資有価証券評価損 116百万円

役員退職慰労引当金 53百万円

その他 44百万円

   繰延税金資産小計 1,535百万円

   評価性引当額 △3百万円

   繰延税金資産合計 1,532百万円

  

繰延税金負債 

有価証券平均単価評価減 12百万円

固定資産圧縮積立金 58百万円

その他有価証券評価差額金 601百万円

   繰延税金負債合計 671百万円

繰延税金資産の純額 861百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 15百万円

賞与引当金 91百万円

退職給付引当金 1,186百万円

投資有価証券評価損 78百万円

役員退職慰労引当金 59百万円

その他 63百万円

  繰延税金資産小計 1,495百万円

  評価性引当額 △44百万円

  繰延税金資産合計 1,451百万円

 

繰延税金負債  

有価証券平均単価評価減 12百万円

固定資産圧縮積立金 55百万円

その他有価証券評価差額金 576百万円

  繰延税金負債合計 644百万円

繰延税金資産の純額 806百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7%

（調整） 

交際費永久に損金に算入されない項目 1.7%

住民税均等割額 3.9%

研究開発費等ら税額控除項目 △10.0%

その他 △0.1%

税効果会計適用後の法人税等負担率 36.2%

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7%

（調整）

交際費永久に損金に算入されない項目 1.2%

住民税均等割額 2.4%

研究開発費等ら税額控除項目 △4.9%

評価性引当額 4.9%

その他 △0.4%

税効果会計適用後の法人税等負担率 43.9%



(企業結合等関係) 

 当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(事業分離) 

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の概要 

 (1) 分離先企業の名称及び分離した事業の内容 

   名   称：日置電機株式会社 

   事業の内容：電子測定器製造販売事業 

 (2) 事業分離を行った主な理由 

   「大気・水・ガス」分野に集中するため、電子計測機器部門を日置電機株式会社に事業譲渡いたしました。 

 (3) 事業分離日 

   平成18年11月１日 

 (4) 法的形式を含む事業分離の概要 

   事業譲渡 

２．実施した会計処理の概要 

 (1) 事業譲渡損益の額 

     事業譲渡価額     500百万円 

     譲渡対象資産の簿価  △19百万円 

         その他譲渡費用   △154百万円 

      事業譲渡益      326百万円 

 (2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

   資産の部 有形固定資産   17百万円  

        無形固定資産     1百万円  

         合計      19百万円  

    負債の部 ― 

３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称 

   計測機器事業 

４．当事業年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

売上高   350百万円 

営業利益  △20百万円 

経常利益  △20百万円 

  



(１株当たり情報) 

  

(注)算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

第62期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 327.23円 １株当たり純資産額 349.86円 

１株当たり当期純利益 19.10円 １株当たり当期純利益 27.55円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

項目 
第62期

(平成18年３月31日) 
第63期 

(平成19年３月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円) 

― 5,810

普通株式に係る純資産額 
(百万円) 

― 5,810

普通株式の発行済株式数(千株) ― 16,880

普通株式の自己株式数(千株) ― 271

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株) 

― 16,608

項目 
第62期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第63期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益(百万円) 323 457

普通株式に係る当期純利益(百万円) 313 457

  
普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) 
利益処分による役員賞与金 

  
9 

 
― 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 9 ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,407 16,610



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

  

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円) 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

㈱堀場製作所 300,000 1,197 

 ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 104 138 

日本理水設計㈱ 20,000 60 

 ㈱みずほフィナンシャルグループ 43 32 

 日本電計㈱ 18,342 28 

 千代田化工建設㈱ 10,015 25 

 ㈱りそなホールディングス 74 23 

 オリンパス㈱ 5,775 23 

 ㈱三井住友フィナンシャルグループ 21 22 

 みずほ信託銀行㈱ 74,752 19 

 ㈱リョーサン 6,000 18 

 ㈱カネカ 15,843 17 

 旭硝子㈱ 9,247 15 

 日本電産コパル電子㈱ 20,000 14 

 その他（19銘柄） 167,320 71 

合計 647,538 1,709 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なものは次のとおりであります。 

1.建物の増加額は、子会社貸与建物増築等（157百万円）、東京エンジニアリングセンター空調更新工事（24百万円）であ

ります。 

        2.構築物の増加額は、子会社貸与駐車場等（9百万円）であります。 

     3.機械装置の増加額は、不動産貸与用立体駐車場改修工事（10百万円）、中型恒温恒湿装置（6百万円）であります。 

4.工具器具備品の増加額は、プリント版、取説版（29百万円）、電子顕微鏡（6百万円）であります。 

  

２ 当期減少額の主なものは次のとおりであります。 

1.建物の減少額は、東京エンジニアリングセンター空調設備（60百万円）であります。 

2.工具器具備品の減少額は、プリント版及び金型等（40百万円）、事業譲渡対象分（156百万円）であります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産       

 建物 4,376 217 78 4,515 2,698 104 1,816

 構築物 253 10 4 259 207 5 51

 機械装置 237 23 1 258 207 6 51

 工具器具備品 1,202 95 240 1,057 861 92 196

 土地 616 ― ― 616 ― ― 616

 建設仮勘定 7 321 328 0 ― ― 0

有形固定資産計 6,693 668 653 6,708 3,975 209 2,733

無形固定資産       

 施設利用権 40 ― 9 31 8 1 23

 ソフトウェア 94 1 18 77 43 17 33

無形固定資産計 135 1 27 108 51 18 56

長期前払費用 17 ― ― 17 12 3 5



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額です。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 21 36 0 20 36

賞与引当金 190 226 190 ― 226

役員賞与引当金 ― 6 ― ― 6

役員退職慰労引当金 130 27 10 ― 147



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 資産の部 

(1) 現金及び預金 

  

  

(2) 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

(注) 英和㈱他 

  

ロ 期日別内訳 

  

  

内訳 金額(百万円)

現金 16

預金の種類  

当座預金 1,113

自由金利型定期預金 123

普通預金 87

別段預金 2

計 1,325

合計 1,342

相手先 金額(百万円)

オルガノ㈱ 81

㈱旺計社 78

㈱小平製作所 46

東レ・メディカル㈱ 43

愛知時計電機㈱ 40

その他 (注) 1,027

合計 1,318

期日別 金額(百万円)

平成19年３月 1

４月 8

５月 8

６月 558

７月 561

８月 163

９月 14

計 1,318



(3) 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

(注) 日機装㈱他 

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) １ 不動産賃貸収入295百万円は含めておりません。 

２ 消費税等の会計処理は税抜き方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

(4) たな卸資産 

たな卸資産の内訳は次のとおりです。 
  

  

相手先 金額(百万円)

栗田工業㈱ 165

セントラル科学㈱ 123

富士電機システムズ㈱ 120

小川精機㈱ 78

三菱重工業㈱ 75

その他 (注) 2,740

合計 3,304

前期繰越高 
(百万円) 

当期発生高 
(百万円) 

当期回収高 
(百万円) 

次期繰越高
(百万円) 

回収率(％) 回転率(回) 滞留期間(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

(Ｂ)
［(Ａ)＋(Ｄ)］÷２ 

365日 
回転率 

3,355 13,542 13,593 3,304 80.4 4.07 89.7

科目 主要品名 金額(百万円) 

商品 環境・プロセス分析計 9 

製品 

環境・プロセス分析計 39 

科学分析機器 15 

その他 68 

計 123 

半製品 

環境・プロセス分析計 272 

科学分析機器 85 

その他 17 

計 375 

材料 筐体部品・電気部品・その他 208 

仕掛品 

環境・プロセス分析計 241 

科学分析機器 22 

その他 359 

計 623 

合計 1,340 



２ 負債の部 

(1) 支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

(注) 昌栄化学他 

  

ロ 期日別内訳 

  

  

(2) 買掛金 

  

(注) 岩手東亜ＤＫＫ㈱他 

  

相手先 金額(百万円)

㈱ｉｎｄｕｓｔｒｉａ 20

㈱イワキ 20

千代田機工㈱ 17

エイエムピー・アイオネクス㈱ 8

㈱巴商会 7

その他 (注) 132

合計 207

期日別 金額(百万円)

平成19年４月 49

    ５月 45

    ６月 54

    ７月 37

    ８月 19

合計 207

相手先 金額(百万円)

山形東亜ＤＫＫ㈱ 319

東亜ＤＫＫサービス㈱ 210

ハック・カンパニー 134

東亜ＤＫＫアナリティカ㈱ 93

アリス東亜ＤＫＫ㈱ 81

その他 (注) 320

合計 1,159



(3) 未払金 

  

(注) 鳥居電業㈱他 

  

(4) 短期借入金 

  

  

(5) 一年以内返済予定の長期借入金 

  

  

(6) 設備支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

(注) 日本電子㈱他 

  

相手先 金額(百万円)

白根電機産業㈱ 30

㈱相馬光学 28

㈱ミシマニクス 26

㈱キョウデン 24

富山科学工業㈱ 24

その他 (注) 638

合計 771

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 575

㈱みずほ銀行 275

㈱りそな銀行 200

みずほ信託銀行㈱ 150

合計 1,200

相手先 金額(百万円)

明治安田生命保険相互会社 59

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 25

合計 84

相手先 金額(百万円)

沼田建設㈱ 61

富士電機総設㈱ 33

その他 (注) 10

合計 105



ロ 期日別内訳 

  

  

(7) 長期借入金 

  

  

(8) 退職給付引当金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

期日別 金額(百万円)

平成19年５月 96

    ６月 8

合計 105

相手先 金額(百万円)

明治安田生命保険相互会社 66

合計 66

区分 金額(百万円)

退職給付債務 4,261

未認識過去勤務債務 195

未認識数理計算上の差異 111

会計基準変更時差異の未処理額 △994

年金資産 △659

合計 2,914



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

   会社法第189条第2項各号に掲げる権利 

   会社法第166条第1項の規定による請求をする権利 

   株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

   株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、５株券、１株券 
1,000株未満の株券については当社株式取扱規程で認める場合を除き発行しない。 

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 株券１枚につき 印紙税相当額

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 

電子公告の方法により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告をするこ
とができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次の通りで
す。 
http://www.toadkk.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

 1 【提出会社の親会社等の情報】 

  当社には、親会社等はありません。 

  

2 【その他の参考情報】 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第62期) 
自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

  
平成18年６月29日 

関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第63期中) 
  

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

  
  
平成18年12月19日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



    
独立監査人の監査報告書 

  

平成 18 年６月29日

東亜ディーケーケー株式会社 

取 締 役 会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亜デ

ィーケーケー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東

亜ディーケーケー株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  大  山     修  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  佐  藤  明  典  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



    
独立監査人の監査報告書 

  

平成 19 年６月28日

東亜ディーケーケー株式会社 

取 締 役 会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亜デ

ィーケーケー株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東

亜ディーケーケー株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  関  谷  靖  夫  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  佐  藤  明  典  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  井  口     誠  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



    
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

東亜ディーケーケー株式会社 

取 締 役 会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亜デ

ィーケーケー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜デ

ィーケーケー株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  大  山     修  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  佐  藤  明  典  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



    
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

東亜ディーケーケー株式会社 

取 締 役 会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亜デ

ィーケーケー株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜デ

ィーケーケー株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  関  谷  靖  夫  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  佐  藤  明  典  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  井  口     誠  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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